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2021年3月18日 

  各  位 

 会 社 名 ネ ッ ト ワ ン シ ス テ ム ズ 株 式 会 社  

 代 表 者 名 代表取締役 社長執行役員 荒 井 透 

（コード番号：７５１８ 東証第１部） 

 問 合 せ 先      管理本部 広報・I R 室 村元 裕二 

（TEL. ０３－６２５６－０６１５） 

 

「外部調査委員会調査報告書 ～ガバナンス・企業文化の観点から～」の受領及び 

開示版の公表に関するお知らせ 

  

当社は、2020 年 12 月 16 日付「外部調査委員会調査報告書公表に関するお知らせ」で公表したとおり、当社元

従業員が当社の資金を不正に流出させ不当に利益を得ていた事実や当社において原価付替が行われていた事

実等を認識するに至ったことから、外部調査委員会に対して、これらの不正事案の原因分析及び再発防止策の提

言を委嘱しておりました。 

当社は、本日、外部調査委員会から、これらの不正事案の原因に関する調査結果及び再発防止策の提言が記

載された「外部調査委員会調査報告書 ～ガバナンス・企業文化の観点から～」（以下「本報告書」といいます。）を

受領いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお、2020 年 12 月 16 日付「『ガバナンス・企業文化改

革委員会』設置のお知らせ」で公表したとおり、当社は、同日付でガバナンス・企業文化改革委員会を設置しており

ましたが、本報告書は、外部調査委員会が、ガバナンス・企業文化改革委員会による提言等も踏まえて作成したも

のとなります。 

株主・投資家の皆様及びお取引先をはじめ関係者の皆様には、多大なるご迷惑とご心配をおかけしており

ますことを深くお詫び申し上げます。 

 

 

記 

 

１．外部調査委員会調査報告書の公表について 

外部調査委員会の調査結果につきましては、添付の「外部調査委員会調査報告書 ～ガバナンス・企業文

化の観点から～（開示版）」をご覧ください。 

なお、開示版は、個人情報、機密情報保護等の観点から、当社において本報告書の一部記載につき非開

示措置を行っております。 

また、当社においてまとめた本報告書の要旨は後記3記載のとおりです。 

 

２．当社の再発防止策及び今後の対応について 

当社は、本報告書の内容を踏まえ、2021 年 3月 19 日までに当社の再発防止策及び今後の対応について

公表を行う予定です。当社は、外部調査委員会の調査結果・提言を真摯に受け止め、再発防止策の継続的

かつ実効的な推進活動を通じて、グループ一丸となって健全なガバナンス体制の構築と企業文化の改革に

邁進する所存です。 
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３. 本報告書の要旨について 

 

第1 外部調査委員会による調査の概要 

1. 外部調査委員会の設置及び調査の経緯 

当社は、2020 年 10 月 22 日、当社元従業員が、当社の資金を不正に流出させ不当に利得を得ているとの疑義

を認識したため、同年11月2日、当該事案及び類似案件の調査等を目的として外部調査委員会の設置を決定し

た。外部調査委員会は、同年12月13日までに、当該事案及び調査の過程で発覚した類似案件（以下、これらを

まとめて「本件案件」という。）の調査を行い、同年12月14日、本件案件の事実関係をまとめた調査報告書を

受領し、同年12月16日にかかる調査報告書の開示版を公表した。 

外部調査委員会は、2020年12月16日以降、本件案件の原因究明、再発防止策の検討等を行い、2021年3月

18日、本報告書を当社に対して提出した。 

 

2. 外部調査委員会への委嘱事項 

当社による外部調査委員会に対する委嘱事項は、「本件案件の原因究明及び再発防止策の提言」である。また、

外部調査委員会は、かかる委嘱事項の検討に当たって必要な範囲において、①当社のガバナンス、内部統制・内

部通報・企業文化及び三様監査等に関する課題等の検証、並びに②当社において過去に生じた2013年事案、2014

年事案及び2019年循環取引事案の再発防止策の実効性評価等も行った。 

 

3. 外部調査委員会の構成と調査体制 

外部調査委員会は、当社と利害関係を有しない外部専門家である本村健弁護士、和田芳幸公認会計士、近藤弘

公認会計士、長谷川紘之弁護士、山田勝也公認会計士、冨田雄介弁護士により構成され、本調査を行うに当たっ

ては、弁護士18名、公認会計士6名等その他スタッフを調査補助者として任命し、本調査の補助に当たった。

また、外部調査委員会は、本調査を実施するに当たり、2020 年 12 月16 日に設置されたガバナンス・企業文化

改革委員会（委員長本村健、副委員長和田芳幸、委員須藤実和）から再発防止策等について一部提言等を受けた。 

なお、外部調査委員会及びガバナンス・企業文化改革委員会の委員及び調査補助者はいずれも日本弁護士連合

会による「企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン」（2010月7月15日公表、2010年12月17日改訂）

に準拠して選任されており、当社並びにその連結子会社及び非連結子会社（以下「当社グループ」という。）と

何らの利害関係を有していない。 

 

第2 原因分析 

1. 総論 

外部調査委員会が原因分析を行った本件案件は以下のとおり分類できる。 

① 当社元従業員が、仕入先との間の架空取引又は水増し取引を利用する等して当社の資金を自己のプライ

ベートカンパニー等に不正に流出させ、これにより利益を得た案件 

② 当社従業員が、仕入先との間の架空取引又は水増し取引を利用して、原価付替を行った案件 

③ 当社元従業員が、複合取引において原価付替を行った案件 

④ 当社従業員が、リース会社に「リスク費」を保留するスキームを利用して、これにより原価付替を行っ

た案件 
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外部調査委員会は、これらの不正事案に係る原因について以下の観点から分析を行った。なお、外部調査委員

会はこれらの不正事案について事案ごとに個別に原因分析を行ったが、その原因には共通する部分も多いため、

本報告書では、これらの不正事案に共通する原因を中心に説明されている。 

① 内部統制・内部通報・企業文化の視点からの分析 

② 三様監査の視点からの分析 

③ 過去調査を踏まえた再発防止策の不徹底という視点からの分析 

④ 経営陣によるガバナンスの視点からの分析 

 

2. 内部統制・企業文化の視点からの分析 

(1) 事業部門（営業部門及び技術部門）の問題点 

ア. 営業部門の問題点 

営業部門の承認権者において自己がコンプライアンスや不正リスク等について確認する役割を担うとい

う意識が十分でないこと、営業担当者に業務の情報が集約したこと等の理由により、承認権者による不正リ

スクに対する審査が十分に機能せず、発注段階の承認審査において当該発注が適切であるか、必要であるか

といった検討が不十分であったため、架空発注/水増し発注を防止することができなかった。 

イ. 技術部門の問題点 

役務作業については、技術部門が作業の必要性や金額の妥当性等のチェックを行い営業部門に対し牽制

機能を果たすという建付けとなっていたが、技術部門においてその自覚が十分でなく、技術部門の担当者及

び承認権者は、形式的な審査に終始し、作業の必要性、金額の妥当性という実質的な審査を十分に行ってい

なかった。 

ウ. 事業部門のその他の問題点 

追加原価のプレッシャー（追加原価申請による工期の遅滞を回避したいという考えや、審査を行う経営委

員会において経営トップから執拗な詰問を受けることへの抵抗感）、発注時に仕様を十分に特定できず、追

加の原価が生じやすいという公共部門の案件の特殊性を考慮しない一元的なルールの策定、及び過剰な業

績目標の設定と人員不足といった事情も事業部門の問題点として指摘できる。 

 

(2) 管理部門の問題点 

ア. リスク管理に関する問題点 

リスク管理「体制」の問題点としては、従業員による不正リスクを主管する部門同士の役割分担が不明確

であり、部門間の連携も不十分であったことに加え、「会計」に関する不正リスクが管理対象として抽出さ

れていなかったこと、リスク・コンプライアンス委員会のメンバー構成が会計不正を意識したものではなか

った、及び営業部門の業務を支援、是正、監督する体制も存在しなかったことが挙げられる。 

リスク管理「活動」の問題点としては、管理部門において会計不正の観点からのリスクの洗い出しや検討

がなされておらず、会計リスクに関連した事業部門へのモニタリングも行われていなかったことが挙げら

れる。 

イ. コンプライアンス活動に関する問題点 

コンプライアンスに係る一定水準以上の体制構築がなされ、実際にリスク・コンプライアンス委員会によ

るコンプライアンス活動が一定程度実施されていたことが認められるものの、コンプライアンス活動はハ

ラスメント関係が中心であり、会計不正等の不正を意識した活動は十分でなく、結果として、会計不正に係

るコンプライアンス意識が現場に十分に浸透していなかった。 
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ウ. 経理部によるチェック機能に関する問題点 

経理部の「役割」として、自ら作成した決算情報を批判的に分析し、事業部門へのヒアリングや資料閲覧

等を通じた牽制や指導、必要な支援を行うことで、会計処理の適切性を検討することが求められるが、当社

では、職務分掌上、経理部がかかる役割を担うことが明確でなく、その人員も当該役割を担うためには不十

分であった。 

経理部の「活動」についても、会計不正リスクに対する経理部の従業員の意識や感度が高くなく、営業部

門の活動を「他人事」のように捉えていた面も否定はできず、結果として、機械的な情報の集約作業及び監

査法人対応に比重が置かれ、会計不正に係るリスクを意識した能動的かつ実質的なチェック活動が十分で

なかった。 

 

(3) 企業文化の問題点 

事業部門や管理部門において上記の事情が生じた根本原因は、経営陣が長年にわたり作り上げてきた当社の企

業文化の問題、具体的には、①業績を上げることに重心を置き、「正しい仕事」を軽視する価値観、②営業担当

個人に案件成否の責任を集中させるやり方、③経営陣と現場の意識の乖離、という問題を挙げることができる。

当社の経営陣は、時代の変化、当社のビジネスモデルの変化に合わせて、企業文化を変革させていく責務があっ

たが、これまで当該責務を十分に果たせていなかった。 

ア. 「正しい仕事」の軽視 

営業部門において承認手続の際にコンプライアンスに重きを置いた審査がなされていないこと、技術部

門や管理部門において営業に対する牽制力が十分発揮されないことから見て取れる。また、経営陣におい

て、適切な人員配置等を伴わずに業績目標を上乗せし続けたことは、現場を業務過多に陥らせ、現に、現場

からは「正しい仕事を軽視してもいい」というメッセージと受け止められた面も否定はできない。 

イ. 「営業担当個人への責任の集中」 

技術部門や管理部門が営業部門に対して牽制機能を十分に果たしていないこと、営業部門内部において

も横の牽制力が働いていないことの原因となっている。 

ウ. 「経営陣と現場の意識の乖離」 

経営陣が、追加原価が発生しやすいという公共部門の案件の特殊性を十分に把握していないことなどが

指摘できる。現場は、経営陣が現場の声を汲み取ってくれないと感じている。 

 

3. 三様監査の視点からの分析 

(1) 内部監査室による監査の問題点 

内部監査室による内部監査は、形式的なチェックが中心であり、原価付替等の会計不正リスクに対する理解、

不正を発見防止するという意識が不足していたことが、原価付替等の本件案件を発見できなかった要因となっ

た。 

また、業務監査全般の問題として、内部監査室の体制・能力が不十分性であること、毎年存在する多数の指摘

についてフォローアップが不十分であることに加え、被監査部門である営業部門に対する弱い関係性を挙げるこ

とができる。 

 

(2) 経営陣と内部監査、監査役及び会計監査の連携の問題点 

内部監査室の監査において多数の指摘がなされる状況が継続していたが、経営陣が実効的な対策を行わなかっ

たこともあり、状況は改善されなかった。 
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また、上記(1)の業務監査全般の問題点について、経営陣において認識はあったものの、人的側面からの「内

部監査の強化」や内部監査室と営業部門との関係性を改善するための施策はなされなかった。 

さらに、経営陣と監査役の連携について、特に経営陣と社外監査役のコミュニケーションが十分ではなく、改

善の余地があった。また、経営陣の会計リテラシーの不足等もあり、後の調査により不正行為と発覚した取引に

ついての会計監査人の会計監査時の問題意識を経営陣が十分に理解していなかった可能性が指摘できる。 

 

(3) ホワイトリスト問題 

内部監査室の実施する J-SOX に関する内部統制評価業務における運用状況評価において、長年にわたり不適

切なサンプリング、すなわち、問題があるものをサンプルから外すことにより、実質的にエラーを出さないよう

な結論ありきのサンプリングが行われていたことが判明した。かかる実態は、内部監査室長の一部も知っており、

内部監査室員に広く認識されていたもので、遅くとも2015年以降は内部監査室の運用として行われていた。 

 

4. 過去調査に基づく再発防止策の不徹底 

(1) 2013年事案 

ア. 事案及び再発防止策の概要 

当社は、2013年3月時点で、2013年事案（当社の元社員が約7年間にわたり外部業者らと共謀して架空

の外注費名目で当社に対して不正な請求を行わせて約 8 億円の金員を騙取したという事案。外注先に対す

る架空発注により、当社から資金を流出させるという点で本件案件の一部と共通する。）に係る再発防止策

として、内部統制、コンプライアンス、ガバナンス及び内部通報制度の各観点からの再発防止策が計画され

た。 

イ. 再発防止策の問題点 

上記アの計画に基づき実施された再発防止策においては、現場の実務の未反映、ルールの整備不足、ルー

ルの形骸化や特例承認の常態化、内部統制評価関連文書への反映不足、営業部門と各部門の対等なパートナ

ーシップの不形成、営業部門に対する購買部門による牽制の機能不全、及び管理部門からのモニタリング・

啓蒙活動の不足等の問題が見受けられた。かかる再発防止策の不徹底が、本件案件の間接的な原因となって

いたものと認められる。 

 

(2) 2014年事案 

当社は、2014 年事案（当社の子会社であったエクシードの代表者が関与したエクシードの脱税事案。外注先

に対する架空発注により、当社から資金を流出させるという点で本件案件の一部と共通する。）を「子会社にお

ける特異な不祥事案」と捉えてしまい、その結果、これを当社グループの役職員に周知し、IT業界全体に関係す

る問題として認識・活用しなかった。そのため、不正行為に対する役職員のリスク・コンプライアンス意識を醸

成するための1つの有益な機会を失った。 

 

5. ガバナンスの視点からの分析 

(1) リスク管理体制の構築・運用に係る「他人事」の姿勢 

経営陣は、3ライン、すなわち事業部門（第1ライン）、管理部門（第2ライン）及び内部監査部門（第3ラ

イン）を基軸としたリスク管理体制の脆弱性を認識しながら、その是正のための取組を行ってこず、PDCA サ

イクルの観点からリスク管理体制の改善を図るという姿勢も十分ではなかった。 
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(2) 過去調査を踏まえた会計不正リスクに対する取組の不十分性 

情報サービス業界においては過去に複数の会計不正事案が発生しており、また、当社グループにおいても、

2013年事案及び2014年事案という会計不正事案が発生していたにもかかわらず、経営陣の会計不正リスクに

対する取組は十分ではなかった。 

 

(3) 経営陣のコンプライアンスに対する取組の不十分性 

経営トップをはじめとする経営陣は、ビデオメッセージや、人事評価の指標の設定等を通じ、経営陣がコン

プライアンスを重視していることについてのメッセージを発出し、コンプライアンスを重視する意識を社内

に浸透させるための措置を十分にとっていなかった。 

 

(4) 経営陣と現場の乖離 

経営陣は、業務改善に役立てるために現場の声を把握するという意識、姿勢が不十分であり、また、追加原

価申請の負担の大きさや公共部門の案件の特殊性といった現場の状況を十分に把握することができていなか

った。 

 

(5) 社外取締役の指摘に対する経営陣の感度の低さ 

経営陣は、社外取締役から不正リスクに関する指摘（管理部門が弱い等）を受けていたが、これを踏まえた

十分な改善や事実確認等の対応を行っていなかった。 

 

(6) 内部統制システム構築義務違反は認められないこと 

本件案件に関し、取締役に内部統制システム構築・運用に係る法的義務の違反があったとまでは認められな

い。 

 

第3 2019年循環取引事案関連 

1. 再発防止策の評価 

当社は、2019 年循環取引事案（当社等が関与し、架空の物品販売を内容とする商流取引を順次繰り返す形

で行われていた架空循環取引事案）に対する再発防止策を策定し、現在も実効性を検討しつつ継続して実施して

いることから、今後も一定の効果が得られると予想される。 

しかし、再発防止策の中には、例外的な処理が原則的な処理と同等のルールとして容認されるかのように見受

けられるもの（直送の取扱い等）、実効性に疑義があるもの（エンドユーザーへの全件訪問）も見受けられる。

また、再発防止策の一環として組織体制も変更されたが、新設された営業統括室と営業管理室では各部署に与え

られた役割や関係性が明確化されておらず、人員と体制にも疑問が残る。 

現に従業員からも、新ルールが形骸化するおそれがある、現場の負荷が大きすぎる、新ルールの内容を十分に

理解できていない等の問題意識が提起されている。当社の経営陣は、今後の社内ルール作りの際に現場の声に十

分に耳を傾けて欲しい。 

 

2. 不正事案の認識可能性 

当社の経営陣、監査役、従業員（事業部門、管理部門、内部監査部門）及び会計監査人のいずれについても、

2019 年循環取引事案の認識可能性は認められなかった。また、経営陣には善管注意義務違反の事実も認められ

なかった。 
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しかし、会計監査人から取引の実在性について指摘を受けるなど、架空循環取引を認識する契機となり得る事

情は存在していたのであるから、当社の経営陣、監査役、内部監査室員をはじめとする従業員においては、より

注意深く慎重に行動することが望ましかったといえる。 

また、会計監査人としても、当社グループにおいて過去に複数の不正事案が発生していたことを踏まえれば、

職業的懐疑心を強く持ち、より慎重に監査手続を実施し、その上でより積極的に内部監査室や監査役、経営陣と

の間で連携を図ることが期待された。 

 

3. 2019年循環取引事案の端緒に関する調査 

2019年12月13日に設置された特別調査委員会（委員長：濱邦久弁護士。以下「2019年特別調査委員会」と

いう。）の2020年3月12日付け調査報告書によれば、2019年循環取引事案における最初の循環取引は2015年

2月頃に始まったとされている。しかし、当社は、当該事案の調査の過程において、架空循環取引の最初の案件

より前に架空発注及び原価付替が存在した事実を把握していたにもかかわらず、かかる架空循環取引の「端緒」

について当社からステークホルダーに対して説明はなされなかった。 

不正の手口、動機、根本原因を解明し、効果的な再発防止策を策定するためには、不正がどのような経緯でい

つからはじまったのかという「端緒」を検討することが不可欠であり、当該事案の調査の際、事実上、取締役の

中で当該調査を統括する立場であった当社代表取締役社長の荒井において、かかる姿勢が欠けていたことは否定

できない。しかし、荒井が、架空循環取引の「端緒」についての調査や説明を意図的に又は無意識に避けた、と

いう事情は認められず、調査に係る法的義務に違反したとも認められない。 

 

4. 原価付替えに関する調査－二次訂正に至った経緯－ 

2019 年循環取引事案の過程で仕入先 n 社を介して流出したとされた資金について、同事案の調査において当

社は仕入先n社から先の資金の流れを認定するに至らなかった。しかし、その後、かかる資金の一部が当社の実

在する案件の原価として利用されたことが発覚したため、当社は、2020年12月16日、約11億8800万円を費

用計上する旨の二次訂正を行った。 

仕入先n社との取引について原価付替が存在したことは2019年特別調査委員会の2020年3月12日付け調査

報告書にも記載されており当社経営陣も容易に認識し得たこと等の事情に鑑みれば、当社取締役（社内・社外）

が、（それが法的義務ではないとしても）他にも原価付替が存在するのではないかとの問題意識を持ち、仕入先

n社との取引に関する原価付替について徹底した調査を行うことを提案していれば、二次訂正に至った原価付替

を早期に発見することもできた可能性があった（現に、2019 年循環取引事案の調査の際に、特別調査委員会が

実施したデジタルフォレンジックや、関係者に対するヒアリングにおいて、流出した資金の一部が当社の実在す

る案件の原価として利用されていたこと、すなわち、仕入先n社との取引について原価付替が行われていたこと

を示唆する事情は浮上していた。）。 

もっとも、当社の取締役（社内・社外）が2019年特別調査委員会又は社内調査チームに対して原価付替の調

査を行わないよう指示をした事実は認められない。 

 

5. 経営陣の処分のプロセス 

2019 年循環取引事案を受け、同事案に係る調査当時に当社代表取締役会長であった吉野、当社代表取締役社

長であった荒井、及び当社取締役であった平川については、1か月間、報酬の10%を自主返上することとされた。

かかる処分は、2020年2月13日の諮問委員会の承認を経て同年3月12日の取締役会において決定された。し

かし、①諮問委員会の開催時点において2019 年特別調査委員会による原因分析は未了であったこと、②同調査
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委員会の中間報告書が諮問委員会の委員に配布されたのは委員会の直前であり委員が事案を十分に把握できる

時間が確保されていたとはいい難いこと、③かかる処分の理由として、2013 年事案を受けた取締役の処分案と

同内容である旨の説明がなされたが、2013 年事案における吉野氏の処分は、実際には、1 か月分の月額報酬を

30%減額するものであり、事実と異なる説明がなされていたこと等、諮問委員会の承認に係る手続は、その目的・

機能等に照らし適切さに疑問が残るものであった。 

 

 

第4 再発防止策の提言 

1. 総論 

本件案件の原因の根底には、当社の組織の在り方が、ビジネスモデルや経営環境の変化に対応しきれていない

ことがあり、当社においては、個別の再発防止策の実施にとどまらない抜本的な組織改革が急務である。 

当社においては、従来、ネットワーク機器の仕入販売を行うという定型的な取引が中心であり、案件の規模に

かかわらず一人の営業担当の個人責任で案件を遂行するという「営業の個人商店化」とも評される状況がうまれ、

営業部門以外の者は牽制機能を十分に果たさず営業のサポート役に徹するという企業風土が醸成されてきた。 

一方、現在の当社においては、ネットワーク機器の仕入販売にとどまらず、技術や商品を利用したネットワー

クシステムの構築から高付加価値サービスの提供まで広く取り扱われるようになり、顧客の多様化も進んでい

る。このように非定型化・複雑化したビジネスモデル及び経営環境の下では、1人の営業担当の責任の下で案件

を遂行することは現実的でなく、チームで対応できる健全な組織づくりを行う必要がある。 

 

2. ガバナンスに関する再発防止策 

(1) 経営陣の意識改革・役職員の会計リテラシーの向上 

経営陣は、自らの姿勢や価値観・倫理観が企業文化に対して重要な影響を与えることを自覚した上で、リー

ダーシップをもって再発防止策の徹底に取り組む必要がある。 

また、役職員全体の会計リテラシーの向上が急務である。 

 

(2) 経営トップによるコンプライアンス推進のメッセージ発出 

経営トップは、廉潔性と高い倫理観を保持し、各役職員の得心がいく「コトバ」で、会社全体にコンプライ

アンス推進のメッセージを強く発し続ける必要がある。 

 

(3) リスク管理体制の強化 

経営陣は、営業部門・技術部門・購買部門・管理部門の対等なパートナーシップを実現するとともに、リス

ク管理活動に関する取締役会のモニタリング体制を構築する必要がある。 

 

(4) 現場とのコミュニケーション強化 

経営陣は、現場の声を尊重・把握する意識・姿勢を持ち、現場がものをいいやすい土壌を作った上で、経営

陣と現場のコミュニケーションの場の設定、及び中間管理層を通じたコミュニケーションの強化を行う必要

がある。 

 

(5) 取締役会による監督機能の強化 
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各取締役は、取締役会が会社の業務執行一般について監督義務を負っていることを自覚した上で、判断に必

要な情報を取締役間で十分に共有し、取締役会による監督機能を強化する必要がある。 

 

(6) 社外役員による監督・監査機能 

経営陣は、社外役員に対する十分な情報提供、及び社外役員による提言に対する真摯な検討、フィードバッ

クを実施することで、社外役員による監督・監査機能を強化する必要がある。 

 

(7) 適切な人員配置 

経営陣は、各部門・部署・委員会等の役割や機能を正確に捉えた上で、適切な人員配置を行う必要がある。 

 

(8) 過去事案を踏まえた対応 

経営陣は、本報告書の内容を主体的に理解した上で、再発防止策を検討するとともに、再発防止策の運用状

況を定期的にモニタリングする必要がある。また、本件事案を含めた過去の不祥事を役職員に対し定期的に周

知する必要がある。 

 

(9) 有事対応マニュアルの整備等 

危機管理委員会の設置等を含む緊急時の対応要領を定めた危機管理規程や、有事対応マニュアルの整備を

平時から行っておくことが重要である。 

 

3. 内部統制に関する再発防止策 

(1) 事業部門における健全な営業体制 

営業部門、技術部門及び購買部門がそれぞれの役割を自覚し、対等な関係性を持った「チーム」として機

能する体制の構築を図る必要がある。また、営業業務の属人化及び個人商店化の問題を是正すべく、NOS流

のチームとしての営業手法の確立を図るべきである。予算管理に関する一元的なルールを再考し、現場が無

理なく案件を遂行できるような業態ごとの予算管理ルールを設定することも検討に値する。 

承認権者たる上席役職者においては、案件処理を営業担当者任せとせず、コンプライアンスの観点も含め

た実質的な審査を行うことが求められる。不正の「動機」や「正当化」につながり得る現場のプレッシャー

や不満にも目を背けてはならない。 

 

(2) 管理部門による健全な牽制、支援及び監督体制 

2020年4月に見直した現状のリスク管理体制が、架空取引や原価付替等への対応まで含めて十分かどうか

の観点から、リスクの洗出しや所管部署の確認等の検証を改めて行うべきである。管理部門間の連携強化を

推し進め、一体的横断的に協力し合いながら、全体として事業部門に対する牽制、支援及び監督機能を発揮

できる体制を作るべきである。 

経理部に会計不正のチェック機能を発揮させるべく、経理部の職務内容の範囲や業務フローを検証し、人

員配置等を図るべきである。営業統轄室及び営業管理室の役割や在り方などについても再度検討すべきであ

る。 

 

(3) 実効性のあるルール及び社内システム構築 
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現場の意見を聞き、現場の実態を踏まえた実効性あるルールの策定を心掛けること、また、当該ルールを

適時に社内規程及びマニュアルに落とし込み、社内周知を図ることが求められる。併せて、新しいルールに

適合した社内システムの構築を推し進める必要がある。従前からのルールや社内システムについても、新ル

ールとの調和や全体としての合理性確保の観点から、抜本的な改革を検討すべきである。 

 

(4) コンプライアンス等に係る教育及びモニタリング 

役職員の会計不正に関するコンプライアンス意識の浸透を図るべく、全社的かつ継続的な社内研修等を通

じた役職員への教育の徹底が求められる。会計不正に関するコンプライアンス意識の浸透度について、定期

的なチェックにより検証することも検討すべきである。会計不正の有無を適宜のタイミングで調査すること

も検討に値する。 

 

(5) 内部通報に関する信頼の醸成 

調査協力者を含む関係者の守秘義務及び通報者の探索の禁止、並びにこれに違反すると懲戒処分の対象と

なることなどを社内規程に明記すべきである。また、調査過程で通報内容を第三者に開示する場合には守秘

義務に関する誓約書を徴求するなど、通報者の秘密保護の徹底が図られることを社内周知すべきである。 

 

4. 三様監査に関する再発防止策 

(1) 不正リスクを念頭に置いた内部監査に係る体制の確保 

原価付替等の会計不正リスクに関する内部監査室員の理解を促進することが重要である。具体的には、社員

研修により、当社の業務で生じ得る原価付替等の不正の類型・パターン等についての内部監査室員の正しい認

識及び理解を促進すべきである。その上で、原価付替等の会計不正リスクを踏まえた監査の実施体制を確保す

べきである。 

 

(2) 内部監査室の体制強化 

内部監査室の人員構成の変更、例えば、内部監査室における人員を増員すること、年齢及び経歴に偏りがな

い多様かつ有能な人材を配置することが必要である。また、経営陣は、これらの履践に際しては、中長期的な

人材育成や、専門資格の取得等を通じた専門性やプロフェッショナル意識の向上を図るべきであり、それに加

えて、必要に応じて外部人材、専門資格保有者の起用も考えるべきである。 

 

(3) 内部統制評価業務の再構築 

形骸化していた内部統制評価業務については、現状の実務を抜本的に見直し、適切な業務を実行する必要が

ある。また、内部監査室員のみならず全役職員を対象に、J-SOXについての研修を実施することなどを通じ

て、全社的にJ-SOXに係る認識及び理解を促進することも検討に値する。 

 

(4) 監査役の体制強化 

監査役の業務を充実させ、実効的な監査役監査を行うため、常勤監査役を複数名とすることを検討すべきで

ある。また、監査役付スタッフを増員した上で、経営陣から独立した活動をなし得るように相応の権限を与え

るべきである。 

 

(5) 内部監査室と会計監査人の連携強化 
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会計監査人と内部監査室との連携を強化し、内部監査の結果を会計監査人に適時かつ適切に共有するように

すべきである。 

 

5. 企業文化に関する再発防止策 

「正しい仕事」を軽視する価値観を是正するためには、従業員におけるコンプライアンス意識の向上を図る必

要があり、そのためには、人事評価にコンプライアンスの状況を反映できる項目を盛り込むことなどが考えられ

る。また、個人インセンティブについては、業績重視の発想、営業担当者の「個人商店化」等の原因になったこ

とは否定できず、廃止も視野に入れて在り方を再検討すべきである。 

営業部門の「個人商店化」を是正するためには、部門間の垣根に囚われず組織的横断的に、また役職位をまた

ぐ形で、「ワンチーム」として機能する組織作りが求められる。そのためには、全役職員が共有するにふさわし

い企業理念を策定し浸透させることが肝要である。 

かかる企業文化の改革を進めるに当たっては、従来の考え方に捕らわれない新しい発想や着眼点を求めるこ

とが鍵となる。したがって、必要に応じて適切な外部専門家（企業文化改革及び労務人事に係るコンサルティ

ング会社等）の助言や指導等を求めつつ、社内の実情を踏まえた検討を進めることが有効であると考える。 

 

 

 

以上 

 

 

 

別添資料：外部調査委員会 調査報告書 ～ガバナンス・企業文化の観点から～ （開示版） 
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第1本調査の概要

1.当委員会の設置経緯等

NOSは、2020年 10月 22日 、                 元従業員である A氏
が、仕入先との間で架空取引又は水増し取引を行 うことにより NOSの資金を不正に流出
させ、これを A氏のプライベー トカンパニーに流出させることにより不当に利得を得て
いるとの疑義を認識した。そのため、同年 ■月 2日 、当該事案の事実関係及び当該事案
の類似案件の調査等を目的として、NOSと 利害関係を有 しない外部専門家のみを委員とす
る当委員会の設置を決定した。

また、NOSは、同年 10月 31日 、B氏からの説明を端緒として、B氏が、NOSの売上先で
あるリース会社に「リスク費」を保留するスキームを利用 して原価付替を行ったとの疑義
を認識 したことなどを踏まえ、同年 H月 16日 、当委員会に対する委‖届事項に、当該事案
の事実関係及び類似案件の調査等を追加するとともに、会計処理に専門的な知識を有す
る委員として、NOSと 利害関係を有しない公認会計± 3名 を当委員会の委員に追加 した。
NOSは、同年 12月 14日 、当委員会から、当委員会が同月 13日 まで実施 した調査につ

いての 2020年 12月 14日 付け調査報告書を受領 し、同月 16日 、その開示版を公表 した。
2020年 12月 14日 付け調査報告書記載のとおり、2020年 12月 公表分調査により本件

案件の存在が明らかとなったことから、当委員会は、同月 16日 以降、本件案件の原因究
明、再発防止策の検討等を行った。

なお、本調査報告書 (以下「本報告書」という。)に て使用される用語の意味は、別途
定義する場合を除き、末尾の 「用語一覧」の意味に従 う。

2.当委員会への委嘱事項

NOSの 当委員会に対する委世届事項は、本件案件の原因究明及び再発防止策の提言である。
もつとも、NOSにおいては、本件案件だけでなく、過去にも2013年事案、2014年事案

及び 2019年循環取引事案という不祥事が繰 り返されており、こうした背景には、経営陣
の不正ジスクヘの関心の低さ、不正リスク管理体制の不十分さ、ヨンプライアンス活動の
実践に真剣に取り組む姿勢の不十分さ等の存在も疑われた。そこで、当委員会は、上記委
W届事項を検討するに当たっては、これらの事案の過去の調査結果も踏まえた上で、必要な
範囲において、①NOSの ガバナンス、内部統制 。内部通報・企業文化、三様監査等に関す
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る課題等の検証、②2013年事案、2014年事案及び 2019年循環取引事案の再発防止策の実

効性評価等も行った [1]。

3。 当委員会の構成 と調査体制

当委員会の構成は、以下のとおりである。

委 員 長 本村  健 岩田合同法律事務所 弁護士

副委員長 和田 芳幸 和田会計事務所 公認会計士

委  員 近藤  弘 株式会社クリフィンクス FAS 公認会計士

委  員 長谷川紘之 片岡総合法律事務所 弁護士

委  員 山田 勝也 株式会社 G&Sゾ ジューションズ 公認会計士

委  員 冨田 雄介 岩田合同法律事務所 弁護士

当委員会は、本調査を実施するに際して、後記の弁護± 18名 、公認会計±6名 、その

他パラリーガル・スタンフ等を調査補助者として任命し、本調査の補助に当たらせた。

岩田合同法律事務所 弁護士 唐澤 新  弁護士 齋藤 弘樹

弁護士 山名 淳一 弁護士 堀 譲

弁護士 堀 優夏  弁護士 福地 拓己

弁護士 深津 春乃 弁護士 松橋 翔

弁護士 松田 大樹 弁護士 岡南 健太郎

弁護士 坂東 大聖

パラリーガル・スタンフ等 岡本有平 ほか

片岡総合法律事務所 弁護士

弁護士

弁護士

弁護士

福田

山根

宜保

松澤

隆行  弁護士 柳原 悠輝

祐輔  弁護士 中里 拓也

茉利子 弁護士 藤田 侑也

瞭

なお、c氏 は、2021年 3月 9日 、NOSに姑する詐歎の被疑事実により警視庁に逮捕された (日 本経済
新聞 2021年 3月 10日 朝刊等)。 当該逮捕事実に係る取引については、捜査機関による捜査の最中に
あることに鑑み、本報告書において言及することは控えた。
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公認会計士チーム 公認会計士 片岡 宏介

(CPAパー トナーズ株式会社 )

公認会計士 神原 大樹

(株式会社クリフィックス FAS)

公認会計上 高木 明

(高木公認会計士事務所)

公認会計士 萩原 正也

(CPAコ ンサルティング株式会社 )

公認会計士 吉田 圭太

(吉 田圭太公認会計士事務所 )

株式会社 foxcale 公認会計士 小池 赳司

シニアアツシエィ ト 林 美雪

また、当委員会は、本調査を実施するに当たり、2020年 12月 16日 に設置されたガバ

ナンス 。企業文化改革委員会 (委員長本村健、副委員長和田芳幸、委員須藤実和)から再
発防止策等について一部提言等を受けた。

なお、当委員会及びガバナンス・企業文化改革委員会の委員及び調査補助者はいずれも
日本弁護士連合会による「企業等不祥事における第二者委員会ガイ ドライン」 (2010月 7

月 15日 公表、2010年 12月 17日 改訂)(以下「日弁連ガイ ドライン」という。)に準拠し

て選任されており、NOSグループと何らの利害関係を有していない。

さらに、当委員会は、関係する資料及びデータの収集 。整理 。当委員会への提供、ヒア

リング対象者への連絡、日程調整その他本調査に関する事務のため、NOSの従業員 13名

を当委員会の事務局として選任 し、これらの事務に当たらせた。

4. 当委員会の独立性及び調査の実効性確保措置

NOSは、当委員会による検証を迅速かつ実効的に実施するためには、NOSと 当委員会と
の間の緊密な情報連携が必要となることから、当委員会について、日弁連ガイ ドラインに

基づく第二者委員会の形態は採用 してない。もつとも、当委員会は、日弁連ガイ ドライン
の趣旨を最大限に尊重 し、当委員会の委員を NOSグループから独立性 。中立性を有する外
部専門家のみで構成するとともに、概略、以下の事項を NOSと合意 した。

① NOSは、当委員会に対して、NOSが所有するあらゆる資料、情報、役職員へのアク
セスを保障すること。また、NOSは、NOSの子会社、役職員の支配する会社、取引先
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その他一切の関係先等についても同様のアクセスが保障されるよう最大限努力す

ること

② 当委員会が必要と判断したときは、当委員会の委員は、NOSの取締役会に出席し、

又は監査役に対し直接意見を述べ、かつ、当該意見に関し取締役・監査役の意見を

求めることができること

③ NOSは、当委員会から求めがあった場合、遅滞なく、NOSの役職員等に対して、当

委員会による調査及び情報提供の要請に対する優先的な協力を業務上の義務とし

て命 じ、これを周知、徹底しなければならないこと

④ 当委員会の委員は、当委員会を通じて、必要に応じて N(lSの費用で、デジタル調査

の専門家等の各種専門家を選任し、本調査等及び答申その他当委員会の活動への

協力を求めることができること

⑤ NOSは、当委員会の求めがある場合には、適切な人数の役職員等による事務局を設

置すること。また、事務局は当委員会に直属するものとし、事務局担当者とNOSと

の間で情報隔壁を設けること

⑥ 当委員会による調査報告書等の起案権の一切は、当委員会に帰属すること

⑦ 当委員会は、調査により判明した事実及びその評価を、NOSの現経営陣に不利にな

ると考えられる場合であっても、調査報告書等に記載することができること

③ 当委員会の活動に対し、NOSの役職員及びその他の者による妨害行為等があると認
められた場合には、当委員会の委員は、当委員会を通じて、当委員会が必要と認め

る事項を、調査報告書等に記載することができ、また、NOSに対して、NOSのホー

ムページにおいてプレスリジースすることを求めることができること

⑨ 閉示に当たって、固有名称等を匿名化する作業 (マ スキング)は、NOSの責任にお
いて行 うこと

5.本調査の概要

(1)本調査の実施期間

当委員会は、2020年 12月 16日 から2021年 3月 16日 まで本調査を実施した。当委員

会は、本調査の実施に当たり、別紙第 1・ 5(1)の とおり合計 8回の連絡協議会を開催する

とともに、正式な連絡協議会以外にも、委員、調査補助者との間で多数回にわたり協議を

行つた。
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当委員会は、本調査に当たり、2020年 12月 公表分調査による調査結果を踏まえるとと

もに、自ら又はガバナンス・企業文化改革委員会をして、以下の調査方法を採用した。

ア.関係者に対するヒアリング

当委員会は、NOSの役職員 (退職者を含む。)その他の関係者 (過去の調査委員会

[2]の関係者を含む。)を対象に、面談又は WEB会議の方式により、132回のヒアリ

ングを行つた。当委員会がヒアリングを行った人物及び実施 日は別紙第 1・ 5(2)ア の

とおりである。

イ.関係資料の精査

当委員会は、必要に応 じて、NOS及び関係者に対して、当委員会が調査対象事項に

関係すると考える関係資料 (内部監査資料、会計資料、菓議書、議事録類、規程類、

研修資料、過去の調査委員会の資料 [3]、 人事台帳、社内意識調査報告書等)の開示

を依頼 し、開示を受けた関係資料 (電子媒体のものを含む。)についてその内容を精

査 した。

ウ。録音・録画データの確認

当委員会は、必要に応 じて、取締役会、経営委員会、諮問委員会等の議事に係る録

音データ、社長メッセージの録画データ等を確認 した。

工.メ ールデータのレビュー

当委員会は、2020年 12月 公表分調査で実施 したメールデータのレビューに加え、

NOSの役職員 (退職者を含む。)の うち 9名 の対象者について、サーバに保管されて

いたメールアーカイブからメールデータを保全 した上で、キーヮー ドによる検索を

行い、該当したメールデータについて分析を行った。なお、メールデータを保全した

対象者、メーアレデータの分析を行った対象期間等は別紙第 1・ 5(2)工のとおりである。

オ.Out100kス ケジューラー調査

2  2013年
事案調査委員会及び 2019年特別調査委員会を指す。3  

当委員会は、NOSの承認を経た上で、過去の調査委員会の資料を確認 した。
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当委員会は、必要に応じて、NOSの役職員を対象として、当該役職員のOut100k上
のスケジュールを精査 した。

力.目安箱の設置

当委員会は、2021年 1月 4日 から同月 25日 までの間に、当委員会を窓日とする目
安箱を設置し、NOSにおける会計不正についての①根本原因及び②改善策について意
見を募集するとともに、③その他の力>ゴ リーを設け、広く役職員からの意見を募集
した。目安箱の結果は後記第 8の とおりである。

6.本調査の限界

当委員会は、本調査の目的を達成するため、最大限の努力を行った。しかしながら、本
調査は、強制的な調査権限ないし捜査権限に基づく調査ではなく、あくまで関係者の任意
の協力を前提とするものであり、かつ、時間的制約がある中で行われたこと、当委員会は、
不信な点や矛盾点が認められた場合には都度確認を行ったものの、原則 として NOSか ら
提供を受けた関係資料や役職員等に対するとアリングから得 られた情報等のみに依拠せ
ぎるを得なかったこと、本調査は、重要な情報が全て当委員会に開示又は提供されている
との前提で行われたが、当該前提が成 り立つとは限らないことから、これらに起囚する調
査の限界が存在 したことを付言する。

当委員会の事実認定は、このように限界がある中で行った本調査の結果に基づくもの
であつて、当委員会が収集 した資料以外の資料等が存在 し、新たな事実関係が発覚した場
合などには、本調査における認定が変更される可能性があることを、ここに留保する。

また、本調査は、主として本件案件の原因究明及び再発防止策の検討を目的として行わ
れたものであり、本件案件以外の不正行為の有無等を改めて調査する目的で行われたも
のではなく、当委員会はかかる不正行為の不存在を保証するものではないことも、ここに
留保する。
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第2 NOSの概要

1.沿革

NOSは、1988年 2月 、コンピュータの LAN(ロ ーカルエ リアネ ッ トワークシステム)の
販売を目的 として東京都港区に設立され、2001年 12月 に東京証券取引市場第一部に上場
した。

2.NOSの事業概要

NOSグァレープの中心的な事業は、①lcTシステムを構成するネットワークやプラントフ

ォームなどの仕入製品 (ルータ、スインチ、光伝送、無線、仮想化ツフトウェア、サーバ、
ス トレージ、ファィァゥォール、認証 。検疫、ビデオ会議、コミュニケーションソフトウ
ェア等)の販売 (機器商品群)、 ②主にそれらの機器を組み合わせたシステムに係るサポ
ー ト(コ ンサルティングサービス、設計、性能検証、設定サービス、障害復旧、運用代行、
監視サービス、技術者教育サービス等)の提供 (サービス商品群)である。2020年度の商
品群別の受注高・売上高・受注残高は次のとおりである。

<商品群別の受注高・売上高・受注残高 (2020年度)>

NOSの営業活動は、対象市場を①エンタープライズ事業 (ENT事業。一般民間企業を主
なマーケントとする事業)、 ②通信事業者事業 (SP事業。通信事業会社を主なマーケット
とする事業)、 ③パブリック事業 (PUB事業。中央省庁 。自治体、文教及び社会インフラを
提供している企業を主なマーケントとする事業)、 ④パー トナー事業 (NOPに よるパー ト
ナー企業との協業に特化した事業)、 ⑤その他 (Net One Asia Pte.Ltd.に よるグローバ

ァレ事業等)の各セグメントに区分して行われており、2020年度のセグメント別の受注高・

売上高・受注残高は次のとおりである。

<セ グメン ト別の受注高・売上高・受注残高 (2020年度)>

商品群
受注高

(百万円)

前年同期比

(%)

売上高

(百万円)

前年同期比

(%)

受注残高

(百万円)

前年同期比

(%)

機器商品群 115,752 114.3 106,585 106.2 27,351 151.0

サードス商品群 88,855 111.5 79,768 107.2 66,165 116.2

セク
ヾ
メント

受注高

(百万円)

前年同期比

(%)

売上高

(百万円)

前年同期比

(%)

受注残高

(百万円)

前年同期比

(%)

ENT事業 60,233 117.4 55,376 105。 8 26,472 123.1
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SP事業 35 442 100.2 35,176 98.9 14,508 101.9
PUB事業 62,672 100,3 55,793 98.7 38,255 121.9
ハ
°―トナー事業 44,962 142.3 38,727 129,0 14,165 178.6

その他 1 297 606.1 1,279 358.3 115 2875.0-―

NOSの 2020年 3月 期の連結売上高は 1863億 5300万円、従業員数は連結で 2,431名 、
単体で 2,010名 である。

3。  NOSの コ―ポレー トガバナンス 等 (本報 日時点 )

NOSは、「すべてのステークホルダーから信頼され支持される企業 (ア ドマイヤー ド・
カンパニー)になること」とぃう経営ビジョンに基づく継続 した成長を実現するため、コ
ーポレー トガバナンスに関する基本的な考え方及び枠組みを定めた 「コーポレー トガバ
ナンス・ガィ ドライン」を策定 。公表し [4]、 本報告書作成 同時点において、以下のよう
な体制を構築している。

(1)主要な会議体

ア.取締役会

NOSの H文締役会は、独立社外取締役 4名 を含む 10名 (男性 9名、女性 1名 )で構
成されている。取締役会は、原則として月 1回開催 され、法令及び定款に定める事項
のほか、経営ビジョンや経営方針、中期事業計画その他経営・業務執行に関する重要
事項を決定するとともに、取締役の職務執行状況の報告等を通 して、経営全般につい
ての監督を行っている。

イ.各種委員会

(ア)経営委員会

NOSにおいては、取締役会の機能に関し、経営管理・監督機能への重点化を図り、
経営の透明性及び公正性を確保するとともに、迅速かつ効率的な業務遂行体制を構
築するため、代表取締役社長のもとに経営委員会が設置されている。経営委員会は、
社内規程により取締役会の決議を要さない事項の決裁権限を委任されてお り、会社

https://ss14.eir― parts.net/doc/7518/ir_material16/129481/00。 pdf
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経営上基本的又は重要な事項につき審議 。決定している。代表取締役社長が委員長を

務め、社外取締役を除く取締役、執行役員及び理事で構成され、オブザーバーとして、

社外取締役、社外監査役及び常勤監査役が参加 している。

(イ)諮問委員会

NOSにおいては、経営の透明性 。公正性を高め、コーポレー トガバナンスを強化す

るため、取締役会の諮問機関として諮問委員会が設置されている。諮問委員会は、社

外取締役が議長を務め、代表取締役、社外取締役、常勤監査役及び社外監査役で構成

(社外役員が過半数を占めている。)され、取締役及び執行役員の選任、解任及び報

酬等に関する事項を審議及び答申している。

(ウ)投融資委員会

投融資委員会は、取締役会による投融資に係る事項の適切かつ効率的な意思決定

体制を構築するため、取締役会の諮問機関として設置され、投融資に係る事項を審

議 。決定している。管理本部投融資担当の取締役が委員長を務め、取締役、執行役員

及び理事で構成され、オブザーバーとして、常勤監査役及び子会社の部長が参加 して

いる。

(工)リ スク管理委員会

リスク管理委員会は、NOSグループの企業価値の持続的な向上を図るため、経営委

員会の諮問機関として設置され、NOSグループのリスク管理活動の評価と統制の責任

を担い、NOSグループのジスク管理活動に係る重要事項を審議及び答申している。最

高ジスク管理責任者 (以下「CRO」 という。)である管理本部担当の取締役を管掌役員

とし、リスク管理室長が委員長を務めている。また、リスク管理委員会内にリスク分

類毎に分科会を設置 し、各分科会には副本部長以上の役職者を責任者 として配置し

ている。

なお、NOSでは、2003年度からコンプライアンス委員会が、2007年度からリスク

マネジメント委員会がそれぞれ設置されていたが、2015年度から両者がリスク・ヨ

ンプライアンス委員会 (以下「RCC」 という。)に統合された。その後、RCCは改組さ

れ、2020年 6月 からリスク管理委員会と後記 (オ)の コンプライアンス委員会とが設置

された。
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コンプライアンス委員会は、NOSグループのコンプライアンス強化を推進するため、

経営委員会の諮問機関として設置され、NOSグループのコンプライアンス活動の評価

と統制の責任を担い、NOSグループのコンプライアンス活動に係る重要事項を審議及

び答申している。CROである管理本部担当の取締役を管掌役員とし、法務 。CSR室長

が委員長を務め、NOSの部長及び室長並びに子会社の社長及び部長で構成され、オブ

ザーバーとして、社外取締役、常勤監査役及びジスク管理室長が参加 している。

(2)内部監査室による監査

NOSは、代表取締役社長直属の組織として内部監査室 (所属人数 8名 )を設置しており、

内部監査室が、会社における事業活動が事業計画、経営方針、社内規程等に沿い、また、

法令や社会倫理等に抵触することなく適正かつ効率的に行われているかを調査 し、必要

な改善事項を指摘するとともに、改善状況をフォローしている。

(3)監査役による監査

NOSの監査役は独立社外監査役 3名 を含む 4名 (男性 3名 、女性 1名 )であり、監査役

会は原則 として月 1回開催されている。

監査役は、取締役会、経営委員会、諮問委員会、リスク管理委員会、コンプライアンス

委員会、投融資委員会等の重要な会議に出席 し、経営、業務執行に関する重要事項等の審

議に際しては適宜意見を述べ、経営・業務執行状況の報告の聴取を行 うとともに、NOS及

び子会社の業務及び財産の状況の調査等により、法令及び定款への適合性の観点から取

締役の職務の執行を監査 している。

また、監査役は、NOS代表取締役との意見交換会、NOSグループの役職員からのヒアヅ

ング、グループ会社監査役連絡会等を実施するとともに、会計監査人から、法令に基づく

事業年度の監査結果についての定期報告及び内部統制システムの不備に関する報告を受

け、内部統制システムの整備状況等について情報交換、意見交換を実施 している。

(4)会計監査人による監査

NOSの会計監査人には、1992年以降有限責任監査法人 トーマンが就任している。

(5)リ スク管理・コンプライアンスに関する体制

ア.リ スク管理体制
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リスク管理体制としては、リスク管理委員会が、ジスク管理に関する重要事項の審
議 。決定、並びにリスク管理体制及び関連諸規程の運用状況の確認を行っている。ヅ
スク管理室は NOSの リスク管理の基本方針 。体制等を定めたジスク管理関連諸規程
の整備 。運用改善を図るとともに、リスク管理委員会の運営を通じて、全社リスク管
理活動を推進している。

特に、取締役及び従業員の不正行為や機密情報の漏えいにより会社の信用を失墜
し事業が停滞するリスクなど、いわゅるオペレーショナルヅスクについては、リスク
管理室がジスク管理シー トの運用管理を通じてリスク低減 。回避のための必要な方
策を立案し、リスク管理委員会による審議を経た後、経営委員会において射象リスク
に対する改善措置を決定することにより全社的なリスク管理活動を展開することと
されている。

イ.コ ンプライアンスに関する体制

コンプライアンス体制としては、コンプライアンス委員会が、コンプライアンス体
制に関する重要事項の審議 。決定、並びにコンプライアンス体制及び関連諸規程の運
用状況の確認を行っている。また、法務 。CSR室が、NOSの コンプライアンス体制の
基本方針等を定めたコンプライアンス関連諸規程の整備・運用改善を図るとともに、
コンプライアンス委員会の運営を通じて、全社的なコンプライアンス活動を推進 し
ている。

重大なコンプライアンス違反が発生した場合又はその疑義が生 じた場合、法務・
CSR室は、代表取締役社長、コンプライアンス担当役員及び常勤監査役へ直ちに報告
するとともに速やかに事実関係を調査 し、コンプライアンス委員会において、調査結
果に基づく事実認定を行い、再発防止策を審議 。決定し、コンプライアンス違反が認
められた場合には、違反 した従業員に対 し、就業規則に基づく懲戒処分を行 うことと
されている。

その他、NOSにおいては、■ンプライアンスと企業理念の一体化を基本に、取締役
及び従業員のコンプライアンス意識の醸成 と向上を図るため、コンプライアンス研
修や、関係法令の施行に合わせた法務ニュースゃ法務説明会による解説、通報・相談
窓日の設置 (後記ウ)等が実施されている。

ウ。通報・相談制度

NOSの内部通報制度においては、社内窓日が設置されているほか、社外窓日として
外部の法律事務所に窓口が置かれてお り (なお、内部通報制度については、2020年 6

月から、ハラスメン トと不正の通報窓口を分離 して各責任部門が対応することとさ
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れている。)、 NOSグループの役職員も対象としている。また、取締役及び執行役員の
コンプライアンス違反に関する報告 。相談を常勤監査役が受け付ける窓日が設置さ
れている。

通報 。相談件数は、NOSグループ全体で、2017年度は年間 56件、2018年度は年間
49件、2019年度は年間 48件、2020年度は年間 44件 (2021年 2月 末日時点。 うち
2020年 6月 に設置された不正ジスク窓日への通報・相談は 8件である。)と なってい

る。

NOSは、内部通報制度の信頼性を高めるため、通報者、相談者へのフィー ドバック
の実施、通報窓日の担当者の顔が見えるようにするための担当部門である法務 。CSR

室によるコンプライアンス講話の開催、懲戒事例集の公表等の取組を実施 している。

<NOSの機関及び内部統制の関係図 (Annual Report2020よ り引用)>
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4. 取締役・執行役員・監査役の変遷

NOSにおける取締役、執行役員及び監査役の主な変遷 [5]は、下表のとおりである。

[6]

会 長

吉野★ 吉野★
吉野★

[′ ]

社 長 吉野★ 吉野★ 吉野★ 吉野★ 吉野★ 吉野★ 吉野☆ 吉野★ 吉野★ 吉野★ 荒井 荒井 荒井
15t締役 奮藤 斎藤 斎藤 斎藤 斎藤 齋藤 斎藤 斎藤 療藤 斎藤 荒井 荒井 荒井 ガ十日★ 川嶽★ 平川★
よbそ締役 小林 荒井 篤井 荒井 荒井 荒井 荒 井 荒井 荒井 荒井 末光 末光 平川☆ 平川☆ 竹 下
取イⅣ「役 石

'晴

石川 片 山 片山 片曲 片山 片山 片山 片曲 末光 鈴木 鈴木 管 下 竹 下 田中★
収締役 佐 や木 片山 石り|| 鈴木 鈴木 鈴 木 鈴 木 堀内★ オロ内★ 鈴 木 ザ‖rI★ 川 口★ 川口★ 田中★ 口中☆ 篠浦★
l〔又イヤ「役 大石 鈴木 鈴木 求光 末光 末光 末光 片山 片 歯 片山 片山 片 山 篠浦☆
取締役 中村 末光 末光 大塚 大塚 大塚 大嫁 堀内★ 堀内☆
取締役 中村 市川 市川 市川 市川 堀内★

社外取締役

“

T上 河 上 打 上 打 と 河 上 河 主 河上 河 上 対 上 河 上
社外取締役

今井

今 井 今井 今葬 F」|「ザH
礼外取締役

今井 今非 今井 今芳́ 西川 西ヴ11 西川 西 川 早野
社外取れrf役

西川 早野 早野 H下
執行役員

[]]
=差

浦★ 鈴木 鈴木 川口★ 篠浦★ 平川★ 平川★ 篠浦★ 中村 川 口☆

常夕行役員 / / / / / / 森 末光 末光 早革 島 日 竹 下 竹 下 中村 福本★ 中村
執行役員 / / / / / / 羽 ff★ 大家 大塚 篠浦★ 森 島 田 島口 島 H 福本★
ヤ女行役貝 / / / / / / 早草 篠浦★ 篠

“

毎★ 森 竹 下 中村 中村 福本★ 辻
執行役 11 / / / / / / 森 森 竹 下 平〕〕★ 丸 山 丸山
執行役員 / / / / / / 平川★ 平川★ 中村 篠浦★ 篠浦★
執行役貝 / / / / / / 早車 早草 関中☆
執行役貝 / / / / / / 竹下 竹 下

常鋤監査役
盗 囲 松 FF 松 置 松 田 松 日 松 側

常勤監査役

社外監査役 夏 目 愛 目 夏 目
菊池 菊油 菊池 菊】池 菊池 菊 池 菊 池 環:池

社外監交役 浅霞予
堀井

浅照F 浅野 菊池 菊池 菊池 素,池 内 田 内田 内 日 内 田 堀井 堀井 堀井 堀井 須 翔
社外監I柱 役 内 阿 内 lli 内日 内 H 中隠★ 中阿★ 中閲★ 中子配★ 須 躍 須 尉 須 田 須 隠 線塚

営業系 r」 身者 技術系出身者 管理系出身者 マー ケテ ィング系出身き

経営警 法曹 会 計 学 者

★ :外資系大手ネ ッ

トワーク機器けHチ苫会

社 a社 出身者 [9]

5  
氏名は氏のみの記載としてぃる。6  2005年

については有価証券報告書の内容が確認できなかったため、登記事項、会社資料及び会社担当
者からの情報提供に依拠 して記載 した。その他の年度は有価証券報告書、会社資料及び会社担当者か
らの情報提供に依拠 して記載した。7  2020年

6月 からは、吉野氏は代表権のない取締役会長である。S  
有価証券報告書上、2006年 から2010年 までの執行役員の氏名は非開示である。9  
外資系大手ネットワーク機器開発会社 a社出身者については、有価証券報告書における略歴の記載及
び会社担当者からの情報提供に基づき記載 した。
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5.株主の変遷

NOSにおける過去 5年の株主の変遷は、下表のとおりである。
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第3原因分析―概要―

当委員会は、本調査において、2020年 12月 公表分調査により明らかになった本件案件

について原因分析を行った。

本件案件は、①NOSの従業員が、仕入先との間の架空取引又は水増 し取引を利用するな

どして NOSの資金を自己のプライベー トカンパニー等に不正に流出させ、これにより利

益を得た案件 (甲事案 )、 ②NOSの従業員が、仕入先との間の架空取引又は水増 し取引を

利用 して、原価付替を行った案件 (乙事案及び丙事案 )、 ③NOSの従業員が、複合取引に

おいて原価付替を行った案件 (甲事案)、 並びに④NOSの従業員が、リース会社に「リス

ク費」を保留するスキームを利用して、これにより原価付替を行った案件 (丁事案及び成

事案)に分類される。

当委員会はこれらの不正事案について個別に原因分析を行ったが、その原因には共通

する部分も多いため、以下では、これらの不正事案に共通する原因 (全ての不正事案に共

通するものだけでなく、いくつかの不正事案に共通するものも含む。)を 中心に説明する

とともに、個別の事案に特有の原因についても適宜言及する。

当委員会は、かかる原因分析に当たり、①内部統制 。内部通報 。企業文化の視点からの

分析 (後記第 4)、 ②三様監査の視点からの分析 (後記第 5)、 ③過去調査を踏まえた再発

防止策の不徹底という視点からの分析 (後記第 6)、 及び④経営陣によるガバナンスの視

点からの分析 (後記第 7)を行った。

内部統制・内部通報 。企業文化の視点からの分析においては、(1)3ラ イン [10]の う

ちの第 1ラ インの問題点及び第 2ラインの問題点、 (2)内部通報の問題 J点 、並びに (3)

そのような問題点を生 じさせた企業文化の問題点について分析を行った。主要な問題点

としては、第 1ラ インについては、営業部門内において、また、営業部門と他部門の間に

おいてチェック機能が欠如 していたこと等が挙げられ、第 2ラ インについては、責任部門

や役割の分担が不明確なリスクの管理体制、不十分なリスクモニタリング活動及びコン

プライアンス活動が挙げられる。そして、かかる第 1ライン及び第 2ラインの問題点を

生み出した東 1を中心として存在する企業文化については、業績を上げることを過度に

重視する価値観、営業担当者個人に責任を集中させるや り方、経営陣と現場の意識の乖離

といつた問題点が挙げられる。

三様監査の視点からの分析においては、(1)内部監査の問題点、(2)監査役監査の問題

点、 (3)会計監査の指摘事項、(4)こ れらの監査の連携の問題 J点及び (5)経営陣と内部

監査室のコミュニケーションの問題点について分析を行った。主要な問題点としては、監

査役及び内部監査室において不正 リスクヘの意識が希薄であったこと、内部監査室にお

けるフォローアップ、能力、被監査部署との関係に問題があったこと、監査役、会計監査

THE IIA'S THREE LINES MODEL― An update of the Three Lines Of Defense, 2020, The lnstitute
of lnternal AuditOrs参 照。
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人と内部監査室との連携、及び経営陣と内部監査室との連携が必ず しも十分でなかった

ことなどが挙げられる。また、内部監査室の業務の一つである内部統制評価業務の形骸化

も確認された。

過去調査を踏まえた再発防止策の不徹底という視点からの分析としては、NOSグループ

において過去に複数の会計不工事案が発生していたことから、特に、2013年事案及び 2014

年事案に係る再発防止策の実効性、実施状況を検討した (なお、2019年循環取引事案に

係る分析は後記第 9において行った。)が、かかる再発防止策 (特に 2013年事案の再発防

止策)は、管理部門が主導して作成されたものであり、「現場を良く知る人間」の関与が

不十分であったため、必ずしも現場の実務を反映しておらず、ルールが不足、形骸化して

いた等の問題′点が確認された。

ガバナンスの視点からの分析においては、前記の各問題点が生じたことについてのЮS

の経営陣 (特に経営 トップ)の責任の有無という観点から、(1)リ スク管理体制 (3ラ イ

ン)に係る経営陣の認識、(2)過去調査等を踏まえた会計不正 リスクに対する取組、(3)

経営陣のコンプライアンスに対する取組、(4)経営陣と現場の乖離、(5)社外取締役の監

督機能について検討を行った。NOSの経営 トップをはじめとする経営陣は、リスク管理体

制の脆弱性を認識 しながら、その是正のための取組を行っておらず、また、過去に会計不

工事案が繰 り返 し発生していたにもかかわらず、コンプライアンスについて役職員に舟

して強いメッセージを十分に発 してこなかったなど、各検討事項のいずれについても、経

営陣の認識や取組について会計不正 リスク管理の観点から問題なしとはし得なかった。

これらの問題点は、NOSにおいて経営環境が変化 していた、すなわち、定型的な商品の

仕入販売から多様なノリューション提供ビジネスヘとビジネスモデルが変化 していたに

もかかわらず、営業最優先の業務のアレールやシステム、企業文化、あるいは、脆弱な三様

監査の体制が、変化に対応できずこれまでに十分にアップデー トされてこなかったこと

に起因すると考えられる。かかる点について、NOSが、情報インフラの分野において我が

国を代表する東証一部上場企業であること、加えて、過去に複数の会計不正事案が発生し

ていたことに鑑みれば、NOSの経営陣は、自社のジスク管理体制は十分に機能しているか

顧みるとともに、不正を絶対に許さないというコンプライアンスの強いリーダーシップ

を示すことが社会的に期待される立場にあったが、その役割を十分に果たすことはなか

つた。すなわち、本件案件の発生原因としては、内部統制・内部通報・企業文化の問題、

三様監査の問題、過去調査の対応に関する問題が複合的に寄与するものであるが、つまる

ところ、これらの原因は経営陣の責任により生じたものであり、本件案件が発生した根本

的な責任は経営陣 (特に経営 トップ)にあるというべきである。
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第4原因分析―視点 1 内部統制・内部通報・企業文化の視点からの分析

1.饂

本頂では、2020年 12月 公表分調査において調査対象とした本件案件における不正行

為、具体的には、①NOSの従業員が、仕入先との間の架空取引又は水増し取引を利用して

NOSの資金を自己のプライベー トカンパニー等に不正に流出させ、これにより利益を得た

案件 (甲事案 )、 ②NOSの従業員が、仕入先との間の架空取引又は水増し取引を利用 して、

原価付替を行った案件 (乙事案及び丙事案 )、 ③NOSの従業員が、複合取引において原価

付替を行った案件 (甲事案 )、 並びに④NOSの従業員が、リース会社に「リスク費」を保留

するスキームを利用 して、これにより原価付替を行った案件 (丁事案及び成事案)[11]に
ついて、それが成立してしまった原因を、主に内部統制の視点から「第 1ラ イン」、「第 2

ライン」、「内部通報」及び 「企業文化」の 4点に整理 して分析 した。

第 1ラ インの問題点としては (後記 2)、 営業部門、技術部門及び購買部門を内部統制

における「第 1ラ イン」と整理 し、なぜ上記不正行為を止めることができなかったのかと

いう点を検討 した。そこで浮かび上がった原因を端的に指摘すれば、第 1ラ インの関与者

におけるリスクオーナーとしての自覚の欠如である。

第 2ラ インの問題点としては (後記 3)、 管理部門のうち法務 。CSR室、リスク管理室、

営業統轄室、経理部及び RCC(2020年度以降はリスク管理委員会及びヨンプライアンス委

員会)を、内部統制における「第 2ライン」 [12]と 整理 し、リスク管理に係る体制及びコ

ンプライアンス活動に係る体制の両面から分析を加えた。ここでも、第 2ラ インの関与者

において、自分たちが責任をもつてリスクを管理するという意識の弱さが認められ、それ

が、消極的・受動的なリスク管理及びコンプライアンス活動や第 1ラ インに対する適切な
「支援」の不足につながっていたことが指摘される。

内部通報の問題点としては、本件案件において内部通報がなされなかった原因を分析

し、内部通報の仕組みそのものではなく、利用者であるNOS従業員に一部問題があること

を確認 した。

当委員会による 2020年 12月 14日 付け調査報告書の第 2の 6では、A氏が甲 1案件において実行 し
た複合取引内の原価付替に言及 した。ただし、この複合取引内の原価付替は、赤字回避や追加原価申
請回避といった理由で実施されたものではなく、甲 1案件の入札条件として定められた「機器」、「保
守運用」及び 「導入役務」間の費用比率に適合させるために実施されたものであって、その他の原価
付替とは背景が異なるものである。したがって、後述の原因分析のうち、不正行為の背景事情に関す
る指摘 (後記 2(5))な どは、必ず しも同複合取引内の原価付替の原因になるものではないが、承認審
査の問題に係る指摘 (後記 2(2)及び(3))な どは、同複合取引内の原価付替にも同様に当てはまるも
のと考える。

ただし、本報告書では、第 1ラ インヘの牽制、支援及び監督を行 う管理部門の位置付けやその役割を
抽象的に指 して 「第 2ラ イン」ということがある。
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経営陣が作り上げた企業文化の問題点としては (後 記 5)、 第 1ラ イン及び第 2ラ イン

の分析により確認された内部統制の問題サ点が、いずれも NOSの企業文化に起因する根深
い問題であることが明らかにされた。そして、根本的な解決を図るために、特に経営陣に

対し、リーダーシップをもつて企業文化の変革を押し進めることを求めている。

なお、本件案件がいずれも東 1・ 第 1営業部において発生した事案であったことから、
以下の分析 (特に第 1ラ インに係る分析)は、主に東 1・ 第 1営業部を念頭に置いて行っ

たものである。しかし、本項において原因と評価された事象には、他の事業本部又は営業

部門においても共通し得るものも含まれており、また、今後他の事業本部や営業部門にま

で同様の問題が広がるおそれも否定できない。東 1・ 第 1営業部はもちろん、その他の部

署においても、本項の原因分析を参考に、自らの内部統制のあり方を省みてもらいたい。

2. 第 1ラインの問題点

(1)NOSの第 1ラインの概要 (2018年から2019年頃の東 1を例に)

ア.営業部門の体制

東 1には、本部長及び副本部長の役職があり、その目下の各営業部に、部長、高1部

長及びマネージャーの役職がある。

各営業部内には、複数の営業チームが置かれており、マネージャーを筆頭にエキス

パー トや一般社員が所属する。個別案件の担当者 となるのは主にエキスパー トと一

般社員であり、マネージャーは一次承認を行 う立場にあるが、事実上マネージャーが

案件担当者 となることもある (以下、営業チームにおける個別案件の担当者を指 して
「営業担当」ということがある。)。 また、各営業部内には、複数の技術チームがあり

(2019年度以前。2020年度からは、事業本部内に営業部から独立した技術部が置か

れるようになった。)、 こちらもマネージャーを筆頭にエキスパー トや一般社員が所

属する。個別案件の担当者 となるのは主にエキスパー トや一般社員である (以下、技

術チームにおける個別案件の担当者を指して「技術担当」ということがある。)。

事業本部の下に営業支援室 (2018年及び 2019年当時)が置かれ、同室の所属する

者が各営業担当の事務的なサポー トを行っていた。

イ.受注業務フロー

営業担当が将来の受注を目指す案件の開拓を行い、当該案件の内容をシステム上

に登録し、営業担当が適宜管理・更新をする。
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営業担当は、顧客から見積依頼を受けて、顧客に対する見積書を作成の上、決裁区

分に応 じて決裁を得る。なお、‐ 円以上の役務を伴 う取引の受注の場合は、PMS

(Process Management Systemの 略。以下同じ。)を実施する。PMSは、原則として、

案件開拓段階のセールスプロセスと案件受注後のデ リバリプロセスの 2度にわたり

実施され、セールスプロセスでは案件実施を判断し、デ リバ ツプロセスではリスク対

策の検討 。実行を判断する。

営業部門の承認後、営業担当は顧客に見積書を提出し、顧客が NOSへの発注を決定

すると、注文書を受領する。営業担当は、上席の承認を得て、受注をシス冴ム上に登

録する。この登録作業については、営業支援室が行 う。

ク.発注業務フロー

(ア)役務 (作業)を伴 う発注の場合

役務 (作業)を伴 う取引の発注フローは、①外注先 (内製の場合はカスタマーサー

ビス本部にある各技術部等)か らの見積書の受領、②営業部内の技術部門による見積

承認、③営業部門による見積承認、④受注処理、⑤購買部門による発注の順で進めら

れる。

具体的には、まず、外注先からの見積りを技術部門の担当者が取得する (営業担当

が外注先から直接見積りを取得し、技術部門の担当者に回付する場合もある。)。 技術

部門の担当者は、当該見積りの内容を |■■という社内システムに登録し (こ の際、

併せて見積書自体を‐ 上に添付する。)、 見積承認の申請を行う。見積承認の申請

がなされると、技術部門の上長 (技術マネージャー、副部長、部長)が見積内容の適

正を審査し、‐ 上で承認を行う。技術部門の承認を得た後は、決裁区分に応じて、

営業担当の上長 (副部長、部長、副本部長、本部長)が改めて見積内容の適正を審査

し、営業ポータル (■■|)と いうシステム上で承認を行 う。これらの見積承認決裁

を得た後に、受注処理を経て、購買部門が発注登録を行い、購買部門内の承認決裁を

経て発注が決定され、注文書を外注先に送付し発注に至る。

なお、技術部門及び営業部門の上長において見積内容の適正を審査することとさ

れているものの、具体的にどのような点を審査しなければならないかを定めた審査

マニュアルはなく、承認権者に対して承認審査のや り方を指導する講習も行われて

いなかった。

(イ)役務を伴わない機器等の発注の場合
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役務を伴わない取引の発注フローは、①取引先からの見積書の受領、②営業部門に

よる見積承認、③受注処理、④購買部門による発注の順で進められる。具体的には、

営業担当が仕入先から見積りを取得した後、営業支援室が、当該見積 りの内容を営業

ポータル (|■|)に登録し (こ の際、併せて見積書自体をシステム上に添付する。)、

承認申請を行う。その後、決裁区分に応じ営業部門の上長 (マ ネージャー、副部長、

部長)が見積内容の適正を審査し、システム上で承認を行う。営業部門の上長の承認

を受けた後、受注処理を経て、購買部門に対し購買依頼を行う。購買部門は、当該見

積書をもとに購買登録をし、承認者の承認を得た上で、仕入先に対し、注文書を送付

し、発注を行う。

エ 検収

(ア)役務 (作業)を伴 う発注の場合

技術部門の担当者が外注先から作業完了報告書等の証憑を入手 し、システム上に

登録 して、技術部門の承認者に承認を得た上で、購買部門が仕入処理を行 う。

(イ)役務を伴わない機器等の発注の場合

機器等について、仕入先から直接顧客の指定先へ直送される場合、営業担当が発注

商品の納品を確認 し、購買部門に報告を行 う。なお、営業担当の確認方法は、当該営

業担当の裁量に委ねられていた。

NOSに送付される場合は、品質管理部門において検収が実施される。

(2)営業部門内の審査機能の問題点

ア.問題の整理

本件案件において実行されていた不正行為は、①NOSの従業員が、仕入先との間の

架空取引又は水増し取引を利用して NOSの資金を自己のプライベー トカンパニー等

に不正に流出させ、これにより利益を得た案件 (甲事案)、 ②NOSの従業員が、仕入

先との間の架空取引又は水増し取引を利用して、原価付替を行った案件 (乙事案及び

丙事案)、 ③NOSの従業員が、複合取引において原価付替を行った案件 (甲事案)、 並

びに④NOSの従業員が、リース会社に「リスク費」を保留するスキームを利用して、

これにより原価付替を行つた案件 (丁事案及び成事案)であるところ、上記①及び④

は架空発注又は水増し発注が手段として利用されており、これらに共通する問題は、

22



発注段階の承認審査において当該発注が不適切・不必要であることが見逃されてい

ることにある。

すなわち、架空発注はいうまでもなく、水増し発注は、当該発注内容に比して発注

金額が過剰なものであり、発注金額の適正のチェックにより防ぎ得るものである。

例えば、上記①の仕入先に保留したプール金を利用した原価付替の場合は、仕入先

にプール金を作るために、予備費が余った案件からプール先の下請会社 (例 えば仕入

先 b社)に対する架空発注又は水増し発注が行われるが、当該発注の必要性 (架空発

注の場合)又は金額の適切性 (水増 し発注の場合)をチェックすることで、これも防

ぎ得たものと考えられる。また、上記④のリース会社に「リスク費」を保留するスキ

ームを不町用した原価付替の場合は、リース会社に保留したプール金を利用する際に、

当該案件に紐づけた受注及び当該受注に紐づけた発注がなされていたところ、当該

受発注の必要性をチェックすることは可能であった。

さらにいえば、本件案件には含まれていない原価付替の類型であるが、A案件で余

つた予備費を使って、B案件で発生した追加原価に充てるという、プール金などを伴

わない原価付替においても、A案件からの架空発注 (実態は B案件の追加作業の発注

であるが、外形上は A案件に関連させた項目で発注されており、当該項目に係る作業

は存在 しないもの)が行われるものであり、上記で指摘した問題 J点 は共通する。

そこで、なぜ架空発注/水増し発注が見逃されてきたのかという点に着目し、本項

及び次項では営業部門及び技術部門の問題点を検証 し、さらには、購買部門の問題J点

や第 1ラインに関するその他の原因について言及する。

なお、後記イのとおり、架空発注/水増 し発注が見逃されてきた原因としては、承

認権者における承認審査の機能不全の問題が大きいが、上記②の複合取引における

原価付替についても、同様の問題が妥当する。

イ.承認権者における承認審査の機能不全

(ア)営業部門の決裁フロー

営業部門における問題の最も大きな点は、承認権者による不正 リスクに対する審

査が機能 していなかった点にあったと認められる。

東 1・ 第 1営業部内において、見積 り。取引承認の決裁権限を持つ者は、本部長、

副本部長、部長、副部長及びマネージャーである。本部長権限については副本部長に

委譲が可能であり、部長権限の一部についても副部長に委譲が可能となっている。見

積金額等によって必要な決裁が異なってお り、例えば、見積金額‐ 円以上のと

きは、本部長までの決裁を要するが、見積金額 ‐ 円未満であれば、マネージャ
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―の決裁で足 りる。見積承認の決裁については、営業ポータル (‐ )と いうシス

テム上で行われている。

また、‐ 円以上の案件を受注する場合は、案件の着手段階及び受注段階で、

営業担当者が上席や社内関係者に案件の説明を行 うPMSを実施 している。

(イ)本件案件において不正リスクに対する審査が機能していなかったこと

上記アにおいて整理したように、本件案件では、プライベー トカンパニーヘの資金

移動や取引先へのプール金作出の目的で NOS社外に資金を流出させる過程、売上先

に保留 していたプール金を別案件で使用する過程において、各営業担当者が外注先

に対し架空又は水増しの発注を行っていた。

しかしながら、本件案件の承認権者たる上席役職者 (マネージャー、副部長、部長、

副本部長及び本部長を指す。以下同じ。)においては、その発注が架空又は水増しで

あることを看過 して承認 していた。

これは、上席役職者が、外注先への発注見積 りに係る承認審査の過程において、当

該発注が架空又は水増し発注でないかなどの不正リスクについて、何らの確認作業

も行っていなかったことに起因する。

すなわち、上席役職者は、各案件において、PMsでの説明を受ける際や外注先への

発注を承認する際に、売上や利益がどの程度になるのかという観′点や、技術担当の人

数や能力、外注先の能力などに鑑みて工期どおりに当該案件を遂行できるかとい う

観 J点 などからの確認は行っているものの、当該発注がそもそも当該案件において必

要な発注なのか、発注金額は適正なのかといった、架空又は水増 し発注等の不正ヅス

クの観点からのチェックに重きを置いていなかった。例えば、承認審査において、シ

ステム上に添付された見積書を自ら見て、当該案件の仕様書と比較 し、当該見積 りに

係る発注の必要性や金額の妥当性を検討することは可能であったが、このような承

認審査の方法を採っていた者は少数にとどまった。

また、上席役職者が十分に審査を行っていなかったことは、甲事案における複合取

引内の原価付替に気が付けなかったことにもつながっている。上席役職者が、甲 1案

件の承認審査において営業ポータル (■■|)上に添付された見積書の内容を確認す

る作業をしていれば、          式会社の見積りにおいて、本来は役務費

用としてシステム登録されるべき発注が、保守費用としてシステム登録されている
ことに気付くことができた可能性はあったものと考えられる。

(ウ)承認権者による承認審査が機能不全に陥つた原因
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承認権者による承認審査が機能不全に陥つていた原因としては、そもそも、承認権

者において、自己がコンプライアンスや不正 リスク等について確認する役害1で ある

という意識に欠けていることが指摘できる。そして、その背景には、業績重視の企業

文化が指摘できる。

後でも詳しく触れるが、NOSにおいては、従来から、業績重視、「数字」を出せば正

義とい う文化が培われていた。営業職である以上、業績を求めることは決して不当で

はない。しかし、NOSにおける「業績重視」の文化は、コンプライアンスの重視や不

正 リスクの低減という観点を欠いたものであった。さらに、そのような文化的背景を

持った現場の営業担当が昇格 し、現在は承認権者たる上席役職者となっているが、そ

の過程でコンプライアンスや不正 ジスクに関する教育が十分になされていたとはい

えない。そのため、現在の承認権者は、コンプライアンスや不正 リスクに対する感度

が低いままであり、このことが、承認審査に際し不正 リスクに着目した審査が意識さ

れないという状況につながっていると考えられる。

なお、仮に承認権者が不正 リスクを意識 し、実効性のある承認行為を行おうとした

としても、現状は、プロジェク ト単位での業務内容や収支の把握等の管理会計が十分

になされておらず、承認権者が取引実態を把握 しづらい仕組みとなっており、実効性

のある承認行為が難しい状況にある。この点、プロジェク ト管理の問題点として意識

すべきであり、責任主体を明確にし、承認権者への情報共有やその仕組みの構築を進

める必要がある。

また、一部の承認権者において、取引先 (リ ース会社、仕入先を含む。)を利用し

てプール金を作るという発想が存在 していたが、そのこと自体が、不正を生み出す土

壌があったことを示す大きな事情であり、かつ、第 1ラ インのリスクオーナーとして

の問題意識が欠落していたことを示す事情とも指摘できる。

実際、当委員会の調査の中でも、営業部門の上席役職者の中には、現場で原価付替

が行われていた事実を認識 していた者、PMS時に営業担当者から同一エンドユーザー

内での原価付替の提案を受けて承認 した者、自ら主導 してプール金作出や原価付替

を実行 していた者などがいたことが確認されており、上席役職者の会計 リテラシー

やヨンプライアンス意識の低さを露呈する例となっている。

ウ.営業業務の属人化

(ア)営業担当に業務の情報が集約されていたこと

東 1の営業部門では、一つの案件を営業担当が複数名で共同して担当することは

ほとんどなく、一人で担当することが原則となっていた。そのため、案件の営業業務
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に関する情報は、当該案件の営業担当のみが把握 しており、他の者は何も分からない

という場合が多く、情報がブラックボックス化されていた。

また、予実管理を徹底するために、各案件の予実管理を営業担当個人ではなくチー

ムとして行 うことも考えられるところ、東 1ではそのような管理はなされておらず、

一人の営業担当以外に発注の要否や予算の過不足を正確に把握できる者がいない状

況が見受けられた。

このような営業業務の属人化により個人への情報の集約が生じていたため、営業

部門内での横の牽制力が発揮されず、このことによつて、東 1は、営業担当が外部の

会社と共謀して不正行為を行 うことが容易な環境になつていたといえる。

この問題点は、特に甲事案において浮き彫 りとなっている。営業担当である A氏 し

か案件の状況を把握していなかったことにより、技術部門の担当者や承認権者は、A

氏の話を鵜呑みにするしかなく、リスクに対する感度が鈍 り、牽制機能が働かなかっ

た。甲 1案件において、当初 ‐ 円であつた役務作業の見積金額が‐ 円に

変更になった際、技術部門の担当者は、営業担当であるA氏に見積金額が増額された

合理的な理由を尋ねておらず、営業部門の承認権者に至っては見積金額が増額され

たという経緯すら把握 していなかった。また、取引先との交渉を営業担当 1人で行わ

せることで、A氏が取引先 (仕入先 c社、

式会社等)と 共謀して不正行為を企図しても、それに気が付 くことが

できなかった。営業業務の属人化により牽制機能が働かなかった最たる例といえる。

(イ)営業業務が属人化している原因

営業業務の属人化の理由については、以下のように考えられる。

まず、NOS内 には、営業担当がその案件の遂行状況を把握 した上で、同人の権限と

責任で案件をまとめ上げて処理するという文化が見受けられる。これは、技術担当な

どに比べて営業担当に高いインセンティブ報酬が設定されていることなどからも、

指摘できるものといえる。

また、NOSの営業担当は、中途採用の者が多く、NOSの統一的な営業手法が確立さ

れていないため、各々がこれまで培ってきた営業手法により個人商店 として稼働 し

ている状況となってお り、営業部門内での横のつなが りが薄れていたものと認めら

れ、このことが営業業務の属人化に拍車をかけていた。

(3)技術による審査機能の欠如

ア.役務作業の発注に係る技術部門の牽制機能が働いていなかつたこと
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役務作業の発注については、NOSの内部統制上、技術部門の担当者が重要な牽制機

能を果たす役割を担 うこととされているものの、東 1・ 第 1営業部においてはその機

能は十分に果たされていなかったといわぎるを得ない。

前述のとおり、役務作業を外注先に発注する場合、技術部門の担当者が |■|に見

積内容を登録 し、技術部門の承認権者が登録された見積 りの審査を行い、その承認が

得られて初めて営業部門の承認フローに進むこととなっている。

すなわち、営業担当が外注先の見積 りを直接入手した場合であっても必ず技術部

門の担当者が |■|に登録 し、技術部門の上席役職者の承認を経るという手順を必ず

踏ませることで、役務作業については、作業の必要性や金額の妥当性などのチェック

を技術部門の担当者が行 うという建付けとなってお り、これによつて技術部門が営

業部門に対し牽制機能を果たすという内部統制上の仕組みとなっているのである。

しかしながら、本件案件のいずれにおいても、架空又は水増し発注は技術部門に制

止されることなく承認手続を通過 した。

これは、営業担当から回付された見積 り (原価付替のための架空又は水増し発注の

見積 り)について、技術部門の担当者及び承認権者が形式的な審査のみ行い、実質的

な審査、具体的には当該案件において必要な発注か否か、発注金額は妥当かという点

を精査せずに、承認フローを流していたことが原因である。

例えば、前述のとおり甲事案のうち甲 1案件では、仕入先 c社に対する見積金額

が当初の‐ 円から最終的に‐ 円まで上がっているが、技術部門において、

当該値上げの理由及び妥当性の審査は積極的になされていなかった。

また、丙事案においては、2018年から2019年にかけて、仕入先 b社にプール金を

貯めるために 20件以上の役務名 目の架空発注又は水増 し発注がなされているが、技

術部門は、それ らの必要性の審査をしなかったため発注を止めることができなかっ

た。この中には、追加作業としては比較的金額が大きい‐ 円の発注金額の架空

発注も存在 したが、当該発注の承認申請においても、発注の必要性はチェックされて

いなかつた。

イ.技術部門の審査機能が働かなかった原因

技術部門の審査機能が働かなかった原因は、以下のとおりと考えられる。

まず、技術部門の担当者の中には、技術部門が役務発注に係る審査機能を任されて

お り、営業部門に対 して牽制機能を果たすべき役割 とされていることを自覚してい

ない者が散見される点である。

当委員会による技術部門の担当者に対するヒアリングの中で、見積 りを確認する

際に架空発注や水増 し発注かもしれないという視点ではチェックしていない旨述べ

る者が複数いた。中には、「現場の技術部門担当者に牽制機能を持たせることはやめ
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てほしい」とさえ述べる者もいた。当然、チェック機能を自覚して不正リスクも含め

て見積 りを確認 している技術部門の担当者もいないわけではないとは思料するもの

の、本件案件に関わつた技術部門の担当者においては、その自覚に欠ける者が複数確

認されたことから、同様の意識を持った技術部門担当者は NOS内に一定程度存在す

るものと推察され、これが本件案件の大きな要因となったものと考える。

次に、営業部門に案件成否の責任が集約 していたことも、技術部門のチェックが機

能 しなかった原因として挙げられる。

すなわち、前述のとおり、東 1では営業担当が一人で案件を遂行 して処理していく

ものという意識が存在 していたが、これを技術部門と営業部門との関係に広げると、

営業部門が案件遂行の責任を負い、技術部門は相対的に責任が弱いとい う文化があ

つた。これは例えば、営業担当は個別案件の成否が直接自己の評価 (人事評価、イン

センティブ)に反映されるが、技術担当はそうではないという点からくる責任感の差

であり、そのため、技術部門の担当者としては、営業担当の指示に従つておけばいい

という考えに陥り、多少の違和感を覚えたとしても、営業担当に情報が集約されてい

ることから、これを深く精査することがなかった。

この点、B氏や D氏は、プール金作出や原価付替のための架空発注を行 うに際し、

技術部門の担当者や承認権者から不正を指摘されて発注を制止されるとい う心配は

考えたこともなかった旨を述べており、いかに技術部門のチェンクが営業部門に対

する牽制となっていなかったかということが端的に表れている。

もつとも、技術部門の現場からは、慢性的な人員不足により個々の担当者が繁忙を

極めてお り、見積 りの詳細な精査をすることが現実的に困難な状況にあったとの声

も寄せ られてお り、この点は人員配置の責任を負 う経営陣にも責任の一端があるこ

とは付言しておく。このJ点 は後述にて再度言及する。

なお、NOSにおいて、大型案件の遂行を全体的に管理するため、プロジェク トマネ

ージャー (以 下「PM」 という。)がキ旨定されることがある。PMは、例えば 2018年で

あれば、東 2・ システム技術部から選定される (2019年 であればカスタマーサービス

本部・第 1シス>ム技術部から選定される。)。 また、正式な PMではないものの、営

業部内の技術部門において、案件遂行全体を管理するものとして PM的な立場の者を

選定する場合もあつた。

しかしながら、案件全体の情報を有し、発注の必要性や妥当性の判断も可能と思わ

れる PM及び PM的立場の者は、各見積 りの承認フローにおける承認権者 とはなって

いなかった。このように、大型案件の場合、案件全体に鑑みて見積 りの必要性・妥当

性を判断できる者が、各見積 りの審査に関与 していなかった点も原因の一端として

考えられる。

(4)購買のチェック機能の久如
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購買部門は、システム上で営業部門及び技術部門の上席の承認を受けた見積 りについ

て、注文書を出力 し、外注先への発注業務を担当している。

購買部門は、発注において社内のルールとして必要とされる書類が整っているか、発注

先が新規の会社ではないかなどの審査は行つている。しかしながら、購買部門は、案件の

概要を把握 しているわけではなく、各案件の情報を知 り得る立場にもないため、案件の中

身に踏み込む判断はできず、当該発注の必要性や妥当性などを判断することはできない

し、現在の内部統制上ではそれを求められてもいない。

本件案件においても、購買部門が架空発注や水増し発注に気づき制止することはなか

った。

(5)そ の他不正行為の背景事情 フレール形骸化の上壌、追加原価のプレンシヤ~、 公共部門

の特殊性を考慮せず策定された一元的ルール、過剰な業績目標の設定と人員不足

ア.ルール形骸化の土壌

過去の不正行為を踏まえ、NOSでは、例えば見積書において「○○一式」という具

体的内容が分からない見積項目の記載を禁止するとい うルールが制定されていたが、

本件案件において、甲-2案件や丙事案では取引先作成の NOS宛の見積書において「一

式」表記が見受けられた。

禁止されているはずの処理が堂々とまかり通つていたという事実は、東 1には業

務が円滑に進めばルールを逸脱 してもやむを得ないとの意識が蔓延 していたこと、

ルールを形骸化させることを許容する土′奈があることを明確に示 している。このよ

うな意識 。土壌が、次項で指摘するように、追加原価申請のルールを形骸化させ、原

価付替を実行することにつながっていったものと考えられる。

イ.追加原価のプレッシャー

営業部門の担当者は、 (プール金作出を含め)原価付替を全く問題のない行為であ

ると考えているわけではなく、問題の大きさに対する自党に欠けるところは散見さ

れるものの、原価付替に関与した者は一様に「良くないや り方であることはわかって

いた」と述べている。ではなぜここまで原価付替が横行 したのか。営業部門がやむな

く原価付替を行つていた動機は、主に、追加原価申請を回避 したいという意識にあっ

たと認められる。

受注後に新たに作業等が必要になり、それに対応する顧客からの追加の支払いを

受けられず、NOSにおいて追加 。交換・変更などによる商品・サービスの無償供与を
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要することになった場合、追加原価発生と定義され、上席役職者の決裁を要する。さ

らに、追加原価費用が |■■円以上である場合、経営委員会の承認を要する。

営業部門の現場からは、追加原価申請を回避 したい主な理由として、追加作業に係

る NOS内の予算がすぐに確定せず、発注が滞 り、工期が遅れるなどの弊害が出るな

ど、案件遂行のスピー ド感がなくなることを挙げる者が多かった。受注後に追加作業

が発生した場合、追加原価を申請することを検討することになるが、追加原価を申請

すると、承認を得られるのに最低でも数 日かかり、|■■円以上の場合は経営委員会

に諮られるため 10日 以上を要する場合もあり、緊急に必要な作業などの場合、追加

原価申請をしていると間に合わない旨の指摘がなされている。

また、■■■円以上の追加原価申請の場合、経営委員会に諮るための資料等を作成

しなければならず、その作業にも時間がかかり業務を圧迫されるとの意見もあつた。

さらに、部長以上の上席役職者においては、経営委員会において追加原価申請の審

査を受ける際に、追加原価に至る経緯や理由につき経営 トンプ等から執拗に詰間さ

れ、殊に公共案件においては追加原価が避けられない事情があるにもかかわらずそ

のような事情を無視 した糾弾を受けることが多く、そのために経営委員会への上申

を避けたがる傾向にある。そのような状況を部下である現場の営業担当も上席役職

者から聞くなどして把握 してお り、上席役職者に負担をかけたくないという考えか

ら、追加原価として申請しないように、原価付替を行っているという側面も認められ

た。

なお、原価付替が東 1・ 第 1営業部において多く認められた理由として、公共案件

では追加原価の発生が避け難いこと、一つの案件の受注額が十億円～数十億円に上

るものも少なくなく、追加原価の額が ■■■円を簡単に超えてしまうことなどが挙

げられる。追加原価申請の頻度が多く、その額も大きいために、他の営業部に比べて、

特に経営委員会の審査に諮られる追加原価申請を避けたいとい う動機が強く、また、

現状の追加原価ルールが案件規模に見合っていないとい う不満が正当化事情となり、

原価付替に及びやすかったものと考えられる。

ウ.公共部門の特殊性を考慮していない一元的ルールの策定

NOSは、「案件受注時に予算及び利益が確定し、その後に発生した追加原価は利益

を減少させるもの」という考えの下、全社的な一元的ルールを策定している (受発注

システム、追加原価申請ルール等)。

役務を伴わない機器販売等の取引や、役務を伴 う取引であっても発注者から具体

的な仕様を指定されそれに従つてシス>ム構築等を行 うものであれば、受注の時点

で費用がほぼ特定できることから、上記考えに基づいたルーアレを適用されても支障

イま′Jヽ さい。
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しかし、公共案件のように、発注者からの仕様の指定が曖味で、「○○ができるシ

ステムを構築する」という取引の場合、受注後に具体的な費用が固まっていくという

性格を有する [13]。 このような案件では、追加原価が発生することは当初から予定さ

れているので、受注時には、受注後に追加原価が発生することを見越 した予算を組む

必要がある (NOSの予備費の発想も同様の趣旨であつたと考えられる。)。 そのため、

このような案件における利益は、「受注時に設定した暫定的な予算 (実行予算)か ら、

受注後に表面化した費用を除いたものを利益として確定する。」と整理されるもので

あつて、受注時に利益が確定するという考え方はなじまないといえる。

このように、案件によつて追加原価の位置付け (予定外の費用か予定された費用か)

や利益確定の時期に違いがあるにもかかわらず、NOSは、機器取引における利益確定

の考え方を基礎とした一元的なルールを策定していた。そのため、東 1・ 第 1営業部

においては、公共部門の特殊性に合致しない一元的ルールが負担となり、その適用を

回避するための方法として原価付替が行われるに至ったという面も見受けられる。

エ 過剰な業績目標の設定と人員不足

また、営業部門の担当者において原価付替を行 うとい う判断に至ってしまつた遠

因や技術部門の担当者において牽制力を効かせられなかった遠因として、過剰な業

績 目標の設定と人員不足の影響があったことは否定できない。

東 1に課される業績目標は年々上積みされていたが (図表第 4・ 2(5))、 経営陣に

より設定された高い業績 目標を達成するのに十分な人員の補充がなされていたとは

いい難く [14]、 営業部門及び技術部門は、常にギリギリの体制で業務に当たっていた

とのことであった。

例えば複数の拠点にシステムを配置する案件を例に出すと、受注後に各拠点を実際に視察した結果、

拠点によつて、入札時に想定していた機器を配置するスペースがなく、レイアウトの調整や機器の変

更等が必要になり、そのための作業が追加 される、といつたことは往々にしてある。

東 1。 第 1営業部の業績 目標 (予算)は、2016年度が 165億 円のところ、2019年度は 283億 8200万

円と、約 1.7倍まで上昇している。これに封し、同部の人員は、営業部門で 2016年度が 39名 から

2019年度で 50名 と約 1.3倍、技術部門で 2016年度が 86名 から 2019年度が 105名 と約 1,2倍にそ

れぞれ増員されてはいるものの、業績 目標の上昇に追いついているとはいい難い。また、増員分は経

験の浅い若手や、NOSに移籍したばかりの中途採用者であつて、数宇ほど戦力が増強されたというわ

けではなかったものと思われる。
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【図表第4。 2(5):東 1・ 第 1営業部の売上高及び予算の推移】

東 1・ 第1営業部 売上高推移  (単位:百万円)
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このような余裕のない業務体制が、営業部門においては、追加原価申請における経

営委員会対応などの煩わしい業務を回避 したいとい う発想から原価付替の実行につ

ながり、技術部門においては各発注の実質的な審査を省略し原価付替を見逃すこと

につながっていたものと認められる。

当委員会として、原価付替の実行ないし見逃 しに至っても仕方がないと是認する

ものでは当然ないが、これらの事象の背景にある体制上の問題を理解する必要はあ

るものと考える。

(6)小括

以上、第 1ラインにおける原因を分析 してきたものであるが、ここから浮かび上がる第

1ラ インにおける最も大きな原因は、「ジスクオーナーとしての自覚の欠如」ではないか。

すなわち、本件案件の当事者ともいえる営業部門の担当者においては、案件を円滑に遂行

するためには、ルールを破ってもやむを得ないとする意識があり、営業部門の上席役職者

や技術部門の担当者には、営業担当が適正に業務を行つているかを確認する意識 とい う

ものがなかった。第 1ラ インこそがリスクオーナーであり、そのために、相互に牽制ある

いは支援 していくという意識を持ってしかるべきであったが、残念ながら、本件案件の第

1ライン関与者には、そのようなジスクオーナーとしての自覚が欠如していたのであり、

本件案件の原因となってしまったのである。

なお、前記 1でも述べたとおり、本項の分析は、東 1・ 第 1営業部を主に対象として行

つたものであるが、ここまでで述べた第 1ラインの原因分析は、他の事業本部や営業部
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門、技術部門にも潜在的に妥当し得ることから、東 1・ 第 1営業部以外の者も他山の石と

すべきである。

3.第 2ラインの問題点

NOSにおける第 2ラインの問題点としては、「リスク管理」に関するものと「コンプラ

イアンス活動」に関するものに加え、本件案件が会計不正の事案であったことに照らして、
「経理部によるチェック機能」に関するものも挙げることができる。

以下、それぞれについて詳述する。

(1)リ スク管理に係る体制

ア.検証の対象時期について

NOSで は、2019年特別調査委員会調査報告書の指摘を受けて、2020年 4月 にリス

ク管理に係る組織改編が実行されたが [15]、 本報告書において、本件案件を含む不正

行為の原因究明を行 うに当たつては、これらの不正行為が行われ、またこれが見過ご

されてきた時期の社内体制を前提とした検討が必要となる。そこで、以下では、上記

の組織改編前の、2020年 3月 以前における NOSの リスク管理体制及び同体制の下で

のリスク管理活動の実態について述べた上で、その問題点を検証する。

イ.2020年 3月 以前におけるジスク管理に係る体制の概要

(ア)リ スク管理の関連部門及び委員会等

NOSには、NOSグループのリスク管理活動 (リ スクの分析、評価及び発生防止に係

る活動をいう。以下同じ。)を統括管理する者として、CROが置かれている。CROは、

NOSの リスクマネジメント担当役員が担当し、ジスクの識別、リスク対応、リスク管

理活動の有効性評価、継続的改善、その他のリスク管理プロセスを統括することとさ

れている [睛 ]。

また、NOSグループのリスク管理活動に関する経営委員会の諮問委員会として、RCC

が置かれており [17]、 2019年まで CROがその委員長を務めた。リスク管理との関係

では、NOSグループのリスク活動の方針・計画に関する事項、NOSグループのリスク

15  
現在の NOSにおけるリスク管理体制は、前記第 2・ 3(5)ア のとおり。

 ` リスク管理規程 3条 (2018年 7月 25日 改訂版 )。

17  リスク管理規程 9条 (2018年 7月 25日 改訂版)9
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分析・評価や管理対象 リスクの選定に関する事項、管理対象 リスクの発生防止・対応

策の実行指示やモニタリングに関する事項といつた事項が RCCの付議事項とされて

ぃた [18]。 なお、NOSにおいては、2015年 までは、リスク管理活動の方針、計画やリ

スクの評価、分析、ジスク管理活動の推進体制等に関する事項を取 り扱 うリスクマネ

ジメン ト委員会と、コンプライアンス体制やコンプライアンス。マニュアルの制定、

コンプライアンス研修に関する事項を取 り扱 うコンプライアンス委員会が存在 した

が、前記第 2・ 3(1)イ (工)の とおり、同年に両委員会が統合する形で RCCが設立され

たという経緯がある [D]。

NOSグループにおけるリスク管理活動の全体統括部門は、法務・CSR室 とされた。

法務 。CSR室は、RCCの事務局として、RCCへ提示するためのリスク管理活動に係る

方針及び計画、リスクの分析及び評価、RCC管理対象 リスクの選定・管理方針などを

検討するとともに、リスク主管部門との協議及び調整の役割を担っていた [20]。

(イ)リ スクに係る責任部署及びリスク主管部門

リスク管理活動において対象となるリスクは、RCCが管理するリスクとそれ以外の

リスクに分けられ、前者のリスク主管部門 (特定のリスクを主管する部署をいう。以

下同じ。)は全て法務 。CSR室が、後者のリスク主管部門は各関連部署が割 り当てら

れていた [21]。 そして、各種 リスクに係るリスク主管部門は、それぞれのリスク管理

活動を実行推進するとともに、その実行推進状況を RCCへ定期的に報告 し、RCCか ら

都度受けた指示をリスク管理活動へ反映することとされていた [22]。

NOSの リスク管理対象となるジスク及び各 ジスク主管部門は、リスク管理規程別表

1にまとめられていた。ジスク主管部門の割 り振 りに関して、「コンプライアンス (役

員 。従業員の不正):役員・社員の不正・不祥事により、会社の信用を失墜し、事業

停滞を招くジスク」は、RCC管理のジスクとして法務 。CSR室がリスク主管部門とさ

れていた。他方、「業務手続の遵守 :規定の業務手続きが遵守されないことにより、

適正に業務遂行されない、または事実を正確に把握できないリスク (不正行為や違法

性を惹起する)」 1こついては、TQM推進部がリスク主管部門とされていた。このよう

に、抽象的には社内の「不正・不祥事」や「不正行為や違法性」が管理対象 リスクと

18  
委員会運営規程 (2019年 8月 15日 改訂版)別紙 13。

19  
統合の理由としては、「より効果的な内部統制活動の推進」を可能にする点、及び 「従来は ,ス ク改

善の「活動内容」に評価の重点が置かれていたが、NOSグループとして、「リスクの評価」を行 うため、

執行役員を中心とした委員会に再編成する」という点が挙げられていた (「 FY15リ スク・コンプライ

アンス委員会」2015/7/10 リスク・ コンプライアンス委員会事務局)。

20  リスク管理規程 11条 (2018年 7月 25日 改訂版 )。

21  リスク管理規程別表 1(2018年 7月 25日 改訂版 )。

22  リスク管理規程 10条 2項 2号 (2018年 7月 25日 改訂版 )。
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して挙がつていた一方で、特に「会計」に関する不正やコンプライアンス違反といつ

た事項は、NOSの管理対象 ジスクとしては明確には列挙されていなかった。

なお、TQM推進部とは、商品の品質向上を推進するため、全社的な業務プロセス改

善及び品質マネジメン ト向上を推進する責任部署であり、主に業務ルールの策定等

に関わる業務を行っていた。また、2019年に、リスク管理体制の強化の観′点から、

TQM推進部が廃止され、社長直轄のリスク管理室が設置されるとともに、リスク管理

室長を RCCの委員長とする体制変更がなされた。 ジスク管理室は、「会社の事業活動

に関わるリスク評価及びジスク低減のための措置に関する企画立案」や「会社の営業

取引に関連する一連の業務を調査 し、統制を担保 した上で、効率化 。生産性の向上を

図るための改善案の企画立案」等を行 うこととされた [23]。

ウ。2020年 3月 以前のリスク管理活動の実態

2020年 3月 以前のリスク管理体制は、上記イで述べたとおりであるが、当該体制

の下で RCC、 法務・CSR室並びにTQM推進部及びリスク管理室が実際に行っていたリ

スク管理活動の実態は、以下のとおりであつた。

(ア) RCC

RCCにおいては、年初にどのようなリスクを管理対象とするかを決定し、そのうち

全社的なリスクは法務・CSR室管理とし、他のリスクをどの部門に主管させるかを決

定していた。その後、原則月一回の RCCの会合の場において、管理対象のリスクにつ

いて各 ジスク主管部門におけるリスク管理活動の進捗報告等の報告を聞き、RCC内 で

議論 した上で、その結果を経営委員会に報告するということを行っていた。RCCにお

けるジスク管理活動の実態としてはこの程度のものにとどまっており、各主管部門

に対 して具体的に各 リスクの対応策等を指示 し亀り、助言 したりするなどの能動的

な措置を採ることはなく、基本的には、各 リスクの処理についてはそれぞれのリスク

主管部門の対応任せとなっていた。

後述するとお り、RCCは、NOSの コンプライアンスに係る活動も執 り行つていたと

ころ、RCCの会合における議論の中心は、むしろハラスメン ト関連のコンプライアン

スに係るものが多く、各種 リスクについて積極的に議論や検討等がされた形跡は見

当たらなかった。特に「会計」に係る不正については、前述のとお り、明確にはRCC

の管理対象 リスクとして挙げられていなかったこともあり、会計不正に特に焦点を

当てたリスク管理活動は、RCCにおいては基本的になされていなかったものといわざ

職務分掌規程 4条 (2019年 4月 1日 改訂版 )。
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るを得ない。加えて、定期的に実施する社内研修で取り上げられる内容も、パワハラ、

セクハラ等のハラスメン ト関係が中心で、会計不正を含めた不正 リスクについて特

に注意喚起するような形での研修はなされていなかった。

(イ)法務 。CSR室

前述のとおり、法務 。CSR室は、RCCの事務局であると同時に RCC管理のリスクを

主管する部署とされていた。法務 。CSR室は、内部で法務担当とCSR担当に分かれて

おり、リスク管理に関しては後者が担当していた (前者は、主に契約法務や会社法務

等を担当していた。)。

法務 。CSR室は、RCCの活動を通じて、リスク管理活動に係る方針及び計画、リス

クの分析、評価等を行っていた。すなわち、法務 。CSR室が中心となって各リスク主

管部門におけるリスク管理活動の内容の取 りまとめを行い、これを RCCに提供した

上で、RCCが実際に議論を行 うというのがその活動実態であった。法務 。CSR室は、

リスク管理活動の全体統括部門とされていたが、同室において独自に NOSにおける

潜在的な不正 リスクを洗い出すような作業は行われておらず、また、リスク管理のた

めに他部門と積極的に連携を取るなどの活動も認められなかった。

(ウ)TQM推進部及びリスク管理室

TQM推進部における活動は、業務処理標準等の業務ルールの制定及び必要に応 じた

改訂作業等を行い、これを営業部門に通知し、実施させるというものが中心であった。

不正事案との関係では、TQM推進部は、「業務手続の遵守 :規定の業務手続きが遵

守されないことにより、適正に業務遂行されない、または事実を正確に把握できない

リスク (不正行為や違法性を惹起する)」 イこついて主管する部署とされていたが、実

際に、そういった「不正行為や違法性を惹起する」ような業務手続の遵守違反に係る

リスク管理活動が特に意識 して実践されていたとの活動実態は認められなかった。

また、前述のとお り、2019年にはリスク管理体制の強化の観 J点から、TQM推進部が

廃止され社長直轄のリスク管理室が設置されたが、リスク管理室は、同年中に 2019

年循環取引事案が発覚 したことでその対応に追われることになり、本来期待されて

いたリスク管理活動の充実には至らなかった。

2020年 3月 以前のリスク管理に係る問題点

NOSにおいては、以上のようなリスク管理体制を構築し、同体制に基づき一定のリ

スク管理活動を行つていたことが認められるが、2019年循環取引事案や本件案件の

エ
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発生を防ぐことができず、また長年これに気付くことができなかったという事実に

照らすと、少なくともこれ らの類の不正に対しては実質的に有効なリスク管理体制

として機能していなかったものといわぎるを得ない。

組織におけるリスク管理において第 2ラインが果たすべき役割は、第 1ラインの

担当者に対 して補完的な専門知識を提供するなどして必要な支援を行い、モニタジ

ングを実施するとともに、第 1ラ インが誤つた場合に異議を唱えこれを是正すると

い う点にある。すなわち、第 2ラ インにおいては、リスクオーナーたる第 1ラ インヘ

の「牽制」のみならず、第 1ラインの担当者に対 して必要な助言等のサポー トや是正

を行 うことを通じてこれを 「支援」し、「監督」することが求められるところ、これ

らの各機能に照らした場合に、NOSにおける第 2ラ インのリスク管理活動には複数の

問題点が認められた。

以下、リスク管理体制上の問題 とリスク管理活動上の問題に分けて、順に述べる。

(ア)リ スク管理体制上の問題

不正ジスクに係るリスク管理の責任部門、リスク主管部門及びそれぞれの役

割等が不明確であつたこと

NOSにおけるリスク管理活動の対象リスクのうち、本件案件のような従業員に

よる不工事案に係るものは、「ヨンプライアンス (役員 。従業員の不正):役員 。

社員の不正・不祥事により、会社の信用を失墜し、事業停滞を招くリスク」と「業

務手続の遵守 :規定の業務手続きが遵守されないことにより、適正に業務遂行さ

れない、または事実を正確に把握できないジスク (不正行為や違法性を惹起す

る)」 が該当し得る。これらのリスク管理について、リスク管理規程上は、前者

については法務 。CSR室が、後者については TQM推進部がリスク主管部門とされ

ていたが、実際上、それぞれの規定が掲げる「不正」の内容やその違い、また、

それに応 じた各部署の役割及び責任の違いは必ず しも明確ではなく、現場の従

業員の認識においても、不正事案についてはいずれの部署がどのように主管す

べきリスクなのかという点は必ずしも明確とはなっていなかった。

加えて、2019年 に 「会社の事業活動に関わるリスク評価及びリスク低減のた

めの措置に関する企画立案」を行 うリスク管理室が新たに設置され、かかる新た

な体制のもとでリスクの再定義や洗い出しを推 し進めることとされたが、リス

ク管理活動の全体統括部門たる法務 。CSR室 との責任範囲の違いや役割分担につ

いては特段整理されなかったため、いずれが全社的なリスク管理の責任を負 う

べき部署なのかが更に曖味な状況となった。

a.
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こういつた次第で、NOSグループにおけるリスク管理活動の全体統括部門であ

るはずの法務・CSR室の従業員においても、不正行為に対するリスクについて自

分たちが責任を持って管理するという意識が浸透 しておらず、実際、そういった

観点からのリスク管理活動もなされていなかった。この点は、N(lSにおいて本件

案件の発生を防止できず、長年見過ごされてきてしまった大きな原因の一つで

あると考えられる。

b.他の管理部門との棲み分けや連携が不十分であつたこと

上記のとおり、法務 。CSR室 も TQM推進部も、いずれも「不正」に関するリス

クを主管すべき部署として位置づけられていたが、それぞれが管理すべき「不正」

の具体的内容は明らかではなく、その棲み分けも不明確であった。このようなケ

ースにおける実践的な対応方法として、関係部門間で情報の共有等を含めた横

断的な連携を行 うことにより、運用上カバーし合つてチェックの穴をなくすよ

う努めることも考えられるが、NOSの管理部門間においてそういった業務連携が

制度として行われていた形跡は見当たらなかった。また、内部監査部門による監

査の結果指摘がなされた事項の内容について、内部監査部門との間で情報共有

される制度的な仕組みもなく、管理部門において内部監査部門の指摘に係る事

項をリスクとして十分に認識できる体制とはなっていなかった [24]。

管理部門が営業部門の業務オペ レーションに対する牽制を行い、また必要な

支援を提供し監督するとの視点の下で、NOSにおけるリスク管理の実効性を向上

させるためには、管理部門内の各部署が一丸となって、組織的横断的に連携 して

業務に当たることが重要となる。しかしながら、NOSにおいてはそのような体制

が敷かれてはおらず、そのJ煮 も、本件案件を含む不正を未然に防止又は早期に探

知できなかった要因として挙げられる。

C. 会計に関する不正リスクが管理対象として抽出されていなかったこと

前述のとおり、NOS内でリスク管理活動の対象とされるリスクは、ジスク管理

規程別表 1に まとめられているところ、そこでは、抽象的な形で「不正・不祥事」

や 「不正行為や違法性」といった項目は挙げられていたものの、「会計」に関す

る不正 リスクは明確には掲げられていなかった。

なお、ヒアリングによると、2020年 4月 以降は、内部監査室長、営業統轄室長及びリスク管理室長の
非公式な会議が実施されている模様であるが、制度として確立していたものではないとのことであっ
た。
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ここで、一言に「不正」といっても様々な類型があり得る。NOSグループにお

いては、2013年事案及び 2014年事案と過去 2度にわたり会計に関連する不工事

案を経験していた以上、NOSにおいて特に意識すべきジスクとして「会計」不正

を明記してしかるべきであったといえる。それにもかかわらずこれがなされて

いなかった点は、役職員において会計不正に係るリスクが十分に意識されてい

なかったことの証左でもあり、また同時に、管理部門における会計不正への感度

の低さにも繋がった原因の一つとも考えられる。

do RCCが特に会計不正を意識 したメンバー構成 とはなっていなかったこと

RCCの メンバー構成も、会計不正に係るリスク管理との関係で必要十分であつ

たかという点については、疑問が残る。この点確かに、RCCの メンバーは、幅広

く、管理本部や経営企画本部、営業部門 (東 1)、 法務・CSR室、内部監査室など

から選任されてお り、一般的なリスク管理の観点からは直ちに問題 となるメン

バー構成というわけではない。しかしながら、2013年事案や 2014年事案などの

過去の不正事案を経験した会社としては、同様の不正行為を防止する観点から、

会計 リテラシーの高いメンバーを意識的に、場合によっては社外から招聘 して

RCCのメンバーに加える対応もあり得たと考えられるが、実際には、NOSにおい

て特別にそういった点が配慮された形跡は見当たらない。その意味で、RCCのメ

ンバー構成を見たときに、IT業界において特徴的な会計不正に着眼した議論が

必ずしも十分になし得る体制であったとはいえず、このことは、不正ジスクのう

ち、特に会計不正に係るリスク管理体制が十分に機能 しなかった理由の一つと

して挙げられる。

e. 業務オペ レーション等に対するジスク管理及び支援体制が不十分であったこ

と

NOSにおいて、2020年 3月 以前は、営業部門の業務オペレーションを営業目線

で管理したり実質的な支援を行う部門が第 1ラ インのみならず第 2ラインにお

いても存在していなかった。そのため、かかる観点からの支援及び監督体制が十

分であつたとはいい難い状況であつた [25]。 なお、当時営業部門内に設置されて

いた営業支援室は、営業担当者が受注してきた案件のシステム入力や購買部門
への発注事務等を営業担当者からの指示で実行する、営業活動の事務周 りのサ

なお、ヒアリングにおいては、予備費の扱いについて、営業担当者から経営企画部に相談されていた
が、経営企画部からは特に返答がなかったという話も出てきている。営業部門に寄 り添 う形での社内
での業務支援体制が十分ではなかった事例の一つであるといえる。
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ポー ト業務を行 う部署として位置づけられてお り、営業担当者の活動を是正な

いし監督する機能は与えられていなかった。

ここで、2020年 4月 以降は、NOSにおいて営業取引業務を統制することを職務

とする社長直轄の営業統轄室が設置されている。また、併せて、それまでの営業

支援室は営業管理室に変更され、営業に射する管理機能が与えられた。しかしな

がら、後記第 9。 1(2)ア (ウ)で述べるとおり、現状、これらの部署の権限や役割

は明確ではなく、実態としても、必ずしも営業取引業務の統制の観点から十分に

機能しているとはいい難い。

(イ)リ スク管理活動上の問題

a 第 1ラ インヘの牽制、支援及び監督に係る活動が不十分であったこと

前述のとおり、リスク管理の観点から求められる第 2ラ インの役割は、リスク

オーナーたる第 1ラ インに対する牽制のみならず、第 1ラ インの担当者に対す

る必要な支援や監督を行 う点にある。しかしながら、RCCにおけるリスク管理活

動においては、上記の視点が十分に意識されておらず、また、実態としても、第

1ラ インに対する上記各観サ煮からの働きかけは十分にはなされていなかった。

すなわち、2019年循環取引事案や本件案件の発覚前における RCCでの主要な

検討事項は、ハラスメン ト等のコンプライアンスに係る論点が中心になってお

り、業務上の不正のうち、特に会計不正の観点からのリスクの洗い出しや議論、

検討等は特段なされていなかった。また、各 リスク主管部門からRCCに上がって

きたリスクの取扱いについても、RCCではその内容を確認 し、その場で議論する

にとどまり、具体的にこれにどう対応すべきか、また RCCと してどうサポー トで

きるかといった視点からの検討やモニタリングもなされていなかった。前述の

とおり、RCCでは、特に会計不正対応を意識 したメンバー構成とはなっていなか

つたこともあり、RCCにおいて、会計不正を意識した議論や会計関連の現場への

モニタリング等が実行ないし検討された形跡も見当たらない。

こういつた RCCの活動の実態に照らすと、会計不正を含めた不正に係るリス

ク管理に関しては、基本的にはリスクオーナーたる第 1ラインや各 リスク主管

部門任せの対応に終始していたものといえ、本来第 2ラインとして果たすべき

牽制のほか、能動的な支援及び監督 という観点からの働きかけが十分に実践さ

れていなかったものといわざるを得ない。

b.過去の不正事案に照らした啓蒙活動が不十分であつたこと
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NOSグアレープにおいては、過去に会計不正事案として、2013年事案や 2014年

事案を経験 している。 しかしながら、2013年事案に関しては、事案発生直後は

研修で取 り上げられたものの、その後継続的な形では研修材料として用いられ

ていなかった。また、2014年事案については、そもそもこれを取り上げた研修

が社内で実施されたとの事実は認められなかった。それゆえ、本件案件のような

会計不正が実際に NOS内で起こりうるという危機感が管理部門の役職員内で持

続せず、時の経過とともに会計不正に対する感度も薄れていったものと認めら

れる。これらのことを踏まえると、NOSにおいては、管理部門への会計不正に対

する意識付けやその浸透と持続を図る努力が十分ではなかったと指摘せざるを

得ない。

また、前述のとおり、一言に「不正」といっても様々な類型があるため、抽象

的に「不正」に対するリスク管理といっても、具体的な対処法に係る視点が定ま

らないおそれがある。過去の不工事案の経験を踏まえ、本来 NOSにおいて特に力

を入れるべき「会計」不正についての継続的な研修や啓蒙活動が欠如 していたこ

とは、同じく会計不正たる本件案件の発生防止や早期発見に失敗 したことの大

きな要因の一つであると考えられる。

C 営業部門との力関係の問題

他部門との関係性において営業部門の力関係が相対的に強い (又 はそのよう

に他部門が感 じていた)と いうNOSの企業文化も、不正発生の原因の一つとして

挙げられる。すなわち、NOSにおいては、営業が一人で案件を遂行 していくとい

う個人商店的な発想が根強く、また、業績重視で数字を上げた者が称賛される文

化が一部に認められることもあり、管理部門含め他部門においては、基本的に営

業部門のや り方に任せるような考えに陥っていた。加えて、営業担当者個人に責

任が集中してサイロ化やブラックボックス化 していたこともあり、他部門の者

が各営業担当の個別具体的な営業手法を細かく把握することは難 しく、それゆ

えそのや り方などを正せるような状況にもなかった。こういった実態に照らす

と、営業部門と技術部門、購買部門間のみならず、営業部門と管理部門との間で

も対等なパー トナーシップと呼べるような関係性が構築されていたとはいい難

く、営業部門が他の部門との関係で相対的に強い立場にあつた (又 は強い立場に

あると他の部門が感 じていた)組織環境となっていたものと認められる。

その帰結として、管理部門においては、営業部門からの説明を鵜呑みにしてし

まうなどして十分に営業部門に対する牽制機能を効かせることができていなか

つた。また、営業部門が強くいうことで特例承認や例外処理が安易に認められる

状況が生み出され、ルールの潜脱的な運用が横行してしまうといった状況が生
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み出され、こういったことの積み重ねが本件案件の発生に係る土壌に繋がって

いつたものと考えられる。営業部門が他部門に対して一方的に強い立場にある

(又は他の部門がそう感 じていた)と い うNOSの企業文化は、実効的な内部統制

構築の阻害要因となりうる大きな問題であるといえる。

(2)コ ンプライアンス活動に係る体制

ア.検証の対象時期について

NOSでは、2019年特別調査委員会調査報告書の指摘を受けて、2020年 4月 にコン

プライアンスに係る組織改編が実行されたが [26]、 本報告書において、本件案件を含

む不正行為の原因究明を行 うに当たっては、これらの不正行為が行われ、またこれが

見過ごされてきた時期の社内体制を前提とした検討が必要となる。そこで、以下では、

上記の組織改編前の、2020年 3月 以前における NOSの コンプライアンス体制及び同

体制の下でのコンプライアンス活動の実態について述べた上で、その問題点を検証

する。

イ.2020年 3月 以前におけるコンプライアンス活動に係る体制の概要

前述のとおり、RCCは、2015年にそれまでのリスクマネジメン ト委員会とコンプラ

イアンス委員会が統合する形で設置されたという経緯がある。そのため、RCCにおい

ては、前述のリスク管理活動のほか、全社のコンプライアンス活動に係る方針 。計画

の策定や、NOSグループのコンプライアンスの状況把握と活動推進、重大なコンプラ

イアンス違反事案の事実認定及び再発防止策に関する業務 といったコンプライアン

ス活動全般についてもその付議事項となっていた [27]。

その上で、RCCでは、コンプライアンスに係る活動として、コンプライアンス・マ

ニュアルの策定、コンプライアンス・カー ドの作成及び従業員への交付、通報・相談

窓日の整備、コンプライアンス・アンケー ト及びコンプライアンス研修の実施などに

取り組んでいた [28]。

ウ.2020年 3月 以前のコンプライアンス活動の実態

26 NOSに
おける現在のコンプライアンス体制は、前記第 2・ 3(5)イ のとお り。

27  
委員会運営規程 (2019年 8月 15日 改訂版)別紙 13。

ワ8  
リスク・コンプライアンス委員会事務局の作成に係る 2015年 7月 10日 付け「FY15リ スク

ライアンス委員会」 20頁等。
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NOSの コンプライアンス・マニュアルには、行動規範 (誠実と信頼)、 行動の 3原

則 (誰が見ても公正な判断をし行動する、良心に従つて正直に発言し実行する、お互

いに尊敬 し合える関係を構築する)、 5つの基本原則 (全従業員に対する責任 と私た

ちの責任ある行動、お客様に対する責任、パー トナー企業に対する責任、株主等に対

する責任、社会・環境に対する責任)に加え、それぞれの基本原則に対応する形で 20

の行動基準が定められていた。なお、行動基準の中には、職務規律の維持 (行動基準

4)及び適正な会計処理 (行動基準 18)と いった内容も含まれている。前者において

は、「自社の内部規律 (ルール)を遵守します」「自社の規程類に従い業務遂行 し、事

実に基づき記録します」といった事項が、後者においては、「法令や各種会計基準に

沿つて適正かつ迅速な会計処理を行います」といった事項が、NOSにおける「私たち

の約束」として掲げられていた [29]。

また、RCCでは毎年コンプライアンス・アンケー トを実施 し、その結果の評価及び

分析を行った上で経営委員会への報告と各部門長へのフィー ドバックがなされてい

た。加えて、コンプライアンスの更なる浸透を図るための教育啓蒙や通報相談窓日の

周知活動等も行われていた。

エ 2020年 3月 以前のコンプライアンス活動に係る問題点

上記イで見たように、NOSにおいては、コンプライアンスに係る一定水準以上の体

制構築がなされ、また、かかる体制のもとで実際にRCCにおいてヨンプライアンスに

係る活動が一定程度実施されていた。しかしながら、本件案件のような不正案件との

関係では、以下で述べる問題点が認められた。

(ア)不正を意識 したコンプライアンス活動が欠如していたこと

上記のとおり、RCCではヨンプライアンスの観点から種々の活動が行われていたが、

その内容の実態は、通報相談窓口への受付件数が多いハラスメン ト関係に係る事項

が中心となつていた。他方、NOSの コンプライアンス・マニュアルで定められていた

行動基準の中には、「不正」に関わる事項として、職務規律の維持 (行動基準 4)及び

適正な会計処理 (行動基準 18)が挙げられていたにもかかわらず、実際の RCCの コ

ンプライアンス活動においてこれらの観 J点 は十分には意識されておらず、ましてや、

会計不正に意識を向けたコンプライアンス活動も特に実践されてはいなかった。そ

れゆえ、研修等を通 じたこれ らの点に関する役職員への啓蒙活動が十分になされて

おらず、少なくとも営業現場へのこれらの不正に係るコンプライアンス意識の浸透

コンプライアンス・マニュアル (改訂第七版)4頁。
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やコンプライアンス違反の抑制活動としては、実態として十分な水準には達してい

なかったものといわざるを得ない。

本件案件は、営業部門の一部の営業担当がコンプライアンスよりも営業目標を優

先して不正行為に走った結果引き起こされたという側面がある。また、純額取引の承

認要件として「コンプライアンス違反に当る取引ではないこと」が挙げられていたが、

コンプライアンス違反に当たるかどうかの基準は明確ではなく、実際上誰もその点

を意識 してチェンクすることなく承認プロセスが通つていたという事実も認められ

る。これらは、関係した NOSの従業員における不正に対するコンプライアンス意識の

低さを示す一例であり、NOSにおいては、不正に係るコンプライアンス意識が現場に

おいて十分に浸透していなかった実態が窺われる。

(イ)コ ンプライアンスに対する経営陣の取組が不十分であつたこと

全社的なコンプライアンス体制の構築及び実効的な運用には、経営陣の主体的な

関与及び取組が欠かせない。しかしながら、NOSにおいてはその点について十分な対

応がなされていなかった点も問題である。この点についての詳細は、後記第 7・ 4で

述べるとおりである。

(3)経理部によるチェック機能に係る体制

ア.経理部によるチェック機能に係る体制の概要

NOSでは、2017年までは、財務及び経理に関する業務を行 う財務経理部が設置され

ていたが、同年 11月 、部門の役割及び責任の所在の明確化、重要な経営課題に対す

るスピーディーな対応、専門性と生産性の高いチームの構築等を目的として、同部を

財務部と経理部に分けるという体制変更がなされた。これにより、財務部は、管理会

計 [30]、 キャッシュマネージメン ト、為替管理、債権・与信管理に係る機能を担い、

他方で経理部は、資産管理、経理・決算開示及び売上計上チェックに係る機能を担 う

こととの棲み分けがなされた。経理部の課題としては、「売上計上の適正化」が挙げ

られてお り、経理部の「売上計上の役割と責任」として、会計監査人対応のほか、営

業部による売上計上について会計基準から見た妥当性をチェックすることや、売上

計上ルールの周知を行 うことが掲げられていた [31]。 また、NOSの職務分掌規程では、

経理部は、NOSにおける全ての取引を会計処理し、NOSの財政状態及び経営成績の把

管理会計について、財務部、経理部、経営企画部のいずれが主管すべきなのかは一つの問題である。
財務経理部の作成に係る 2017年 10月 26日 付け 「財務経理部の機能強化に伴 う体制変更について

(Ver,1.8)」 。

44



握並びに情報開示を行 うとともに、グループ事業を支援することについて責任を有

し、制度会計、決算、税務等の業務を行 うとされている [32]。

このように、NOSにおいて、各事業部門が実施 した業務の結果得られる会計情報を

集約 し、修正し、必要に応 じてそれらを組み替えて経営陣や外部へ報告するための機

能及びプロセス (以下「決算・財務報告プロセス」という。)は、主に経理部が担 う

体制となっている。

イ。経理部によるチェンク機能の実態

経理部では、上記の決算・財務報告プロセスに係る体制の下、営業部門が行つた事

業活動を会計帳簿に記帳し、決算を行い、開示書類を作成 し、また会計監査人対応を

行 うなどの業務をその主な職務内容としていた。

経理部は、上記の業務を行 うに当たって、決算処理における不明点の確認のために、

営業部門へのヒアリングや関連資料の閲覧等を行 うこともあつた。しかしながら、そ

の際は、基本的には営業の説明は正しいというスタンスで話を聞くにとどまり、営業

部門の説明に係るエビデンスを求めるなどの深堀 りをした確認まではほとんどなさ

れていなかった。また、経理部がこれらの確認を行 う場合であっても、会計監査人か

ら聞かれたときに答えられるようにという、会計監査人対応の一環として実施され

ていたものであった。そのこともあり、営業担当者に対して確認を行 う趣旨や必要性

について明確に説明を行 うといったこともなされていなかった。加えて、会計監査人

からの指摘や過去の不正を踏まえて、経理部が第 1ラインに対して具体的な注意喚

起等の通達を出したり、会計監査人の指摘を踏まえた社内ルールの徹底など不正を

抑止するための研修を実施する等といった発信行為も特段なされていなかった。

ウ。経理部によるチェンク機能に係る問題点

以上のような NOSにおける経理部によるチェック機能に係る体制及び活動実態に

関しては、以下のような各問題点が認められた。

(ア)経理部によるチェンク体制上の問題

a. 第 1ラ インに対する牽制及び管理的な役割が明確でないこと

職務分掌規程 15条。
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一般的には、経理部は、各事業部から集約された情報を集計し決算を行 うとい

う数字の集計業務を行 う部門としての責任を有するのみならず、会社の行った

事業活動の結果を決算という形で財務情報をマネジメン トに報告 し、外部に対

して開示するための事前検討部門としての役割を担つている。かかる役割を果

たし適切な会計処理を行 うためには、基本的に、経理部が自ら作成 した決算情報

を批判的に分析し [33]、 異常点や重要事項については事業部門へのヒアリングや

資料の閲覧等を通 じた牽制や指導を行い、また場合によっては必要な助言や支

援の提供を行いながら、最終的に会計処理が事業実態を適切に反映しているも

のであるかを検討することが重要である。しかしながら、NOSにおいては、経理

部がこれらの職務を行 う体制が構築されていなかった。

すなわち、NOSにおいては、経営陣を始め会計不正に対する感度が低かつたこ

ともあり、経理部において会計不正のチェック機能を発揮させようという観点

からの仕組みづくりが検討された形跡は見当たらず、それゆえ、経理部がそのよ

うな機能を発揮する部署としては位置づけられていなかった。実際、経理部に係

る職務分掌の中にも、第 1ラインに対する牽制や指導的な役割を果たすという

観点からの項目は挙げられていなかった。経理部の従業員において会計不正を

意識 した業務が行われていなかったのも (後記 (イ )a)、 こういったことからの当

然の帰結であるともいえる。

NOSグループにおいて過去複数回にわたつて会計不正が繰 り返されているに

もかかわらず、これらを踏まえた NOSにおける第 2ラ インの改革は、リスク管理

やコンプライアンスに係る管理部門の営業部門に対する牽制強化がその主たる

内容 となってお り、経理部の在 り方や体制について社内で十分に議論されてこ

なかったことも問題である。

なお、現状は、プロジェク ト単位での業務内容や収支の把握等の管理会計が十

分になされておらず、経理部においても取引実態を把握 しづらい仕組みとなっ

てお り、会計不正のチェック機能を十分に発揮することが難 しい状況にある。こ

の点、プロジェク ト管理の問題点として意識すべきであり、 (経理部、財務部、

経営企画部のいずれが主管するかはさておき)責任主体を明確にし、情報把握を

した上で会計不正に対する監督機能を果たす必要がある。

b.適正な人員体制であつたか疑間があること

例えば、プロジェク ト収支や利益率等を分析 し、一定の閾値を超える異常なプロジェク トや特定の相
手先への急激な取引規模の拡大 (例えば純額取引については相殺前の水準で検討することが有用な場
合もある)等があつた場合、その理由について納得できる合理的な説明が客観的根拠に基づいてなさ

れているかということを確認することが考えられる。

46



NOSは、近年、国内外において新たに子会社を設立することなど [34]ィこょり

NOSグループを拡大させた。それに伴い、NOSの連結ベースの 2017年 3月 期以

降の売上高は増加傾向にある [35]。 さらに事業領域としても、従来のネットワー

ク機器の仕入販売事業からネットワークシステムの設計 。構築 。調達・保守運用

を トータルで提供する統合サービス事業への変容を図つているところである。

このような事業規模の拡大や事業領域の変容を経たことの当然の帰結として、

経理部が担 う業務負荷は質量ともに高まってきていることが想定されるところ、

現状、2017年に財務経理部から分離 して以降、経理部として大幅な体制強化は

行われていないのが実情である [36]。 実際、当委員会によるヒアリングにおいて

も、経理部は「(他部門と比べても)残業が多い部門である」「経理経験が浅い人

が多い」という声もあがつている。

そういつた事実関係に照らすと、果たして経理部において、全ての営業部門に

おける事業内容や実務を把握 した上で、会計に係る不正 リスクを意識 した適切

な会計判断や営業部門への調査等を実効的に行い、併せて営業部門への指導や

支援等まで業務を遂行 していける人員体制となっていたかについては疑間が残

る。今後経理部の機能強化や拡充を行 うこととなった場合には、そういつた〕煮も

課題として認識 しておく必要があろう。

(イ)経理部によるチェック活動上の問題

a. 会計不正に係るリスクを意識した業務活動が不十分であつたこと

NOSの経理部においては、機械的な情報の集約作業及び会計監査人対応にかな

りの比重が置かれ、会計不正に係るリスクを意識 した能動的かつ実質的なチェ

ック活動がなされていなかった。すなわち、前記イのとおり、経理部においては、

営業部門への牽制や指導といった観点からの日常的な働きかけはなされておら

ず、決算処理のための不明,点の確認を行 う場合であっても、会計監査人対応のた

めの最低限の分析やヒアリングを行 う意識にとどまり、自ら違和感を感 じた取

引について会計不正リスクを意識 した対応 (エ ビデンスの確認、ヒアリング、上

司への報告、現場への指導など)は行われてこなかった。その原因としては、前

記アの経理部の体制の問題のみならず、経理部の職員において会計不正 リスク

2018年 9月 にエクス トリーク株式会社を子会社化 (2020年 3月 期より連結子会社 )、 2019年 1月 に

ネントワンネクス ト株式会社を設立 (2019年 3月 期より連結子会社 )、 2019年 4月 に Net One Asia
Pte.Ltd.の株式を追加取得 して同社を含む海外 4社を連結子会社化している。

連結ベースの売上高は 2016年 3月 期の 140,170百万円から2020年 3月 期の 186,353百万円へと増加
している。

経理部の職員数は、2018年 14名 、2019年 18名、2020年 16名 となっている。
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に対する意識や感度が高くはなく、実際に起こりうるリスクとしては具体的に

は意識されていなかったことや、営業部門に対 しては購買部が牽制をかけてく

れるだろうといった「人任せ」の意識、また、次項で述べる営業部門への対等意

識や関心の低さによるものと考えられる。

b.営業部門に対する対等意識や関心等が低かつたこと

NOSにおいては営業部門の力関係が相対的に強く、それゆえ経理部を始めその

他の管理部門の NOS内での立場が相対的に弱い企業文化が認められるところ(第

4・ 3(1)工 (イ )c)、 このことが、営業部門の売上計上に対する経理部のチェック

機能にも影響を及ばしていた可能性も否定できない。すなわち、経理部の認識の

中には、「基本的には営業部門の言 うことが正しい」との考えがあり、それゆえ、

営業部門に対 して数字の説明を求めたとしても、疑 うという観点ではなく、エビ

デンスを求めるでもなく聞いた話をそのまま信 じてしまつていたとい う実態が

ヒアリングにおいても認められる。こういつた活動実態に照らすと、経理部にお

いては、営業部門に対する対等意識や、営業部門の活動に対するそもそもの関心

が低く、営業部門による活動をどこか「他人事」として捉えていたような印象も

受ける。そのような意識や環境の下では、経理部が営業部門に対して厳 しく追及

することは期待 しにくいため、改善が求められる。

(4)′Jヽ J舌

以上でみてきたとおり、NOSの第 2ラ インにおけるジスク管理、コンプライアンス活動

及び経理部によるチェック体制に関しては、一定の体制構築及び業務実態が認められる

ものの、本件案件のような会計不正に係る不正事案の発生防止及び不正探知の見地から

は、本来求められるべき水準には達していなかったものといわぎるを得ない。

そこで、NOSにおいては、上記の各指摘事項の内容をよく確認 し、自らを省みた上で、

後記第 10・ 3で述べる内部統制に関する再発防止策の提言内容を実践されたい。

4.内部通報の問題点

(1)本件案件において内部通報制度が利用されなかった理由

内部通報が期待される地位にある役職員としては本件案件に関与した営業担当及び技

術担当の役職員が考えられるが、本調査において、本件案件について内部通報制度が利用
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された事実は確認されていない。この点に関しては、後記アないしウに記載する事情が認

められる。

ア.関与者が通報の必要性を十分に認識 していなかったこと

(ア)甲事案

例えば、甲事案において、A氏は、技術担当者に対して上乗せ発注について説明す

れば当然に見積金額の承認が得 られないことからあえて説明しなかったなど、自身

の不正行為が社内に露見しないように行動していたことから、当該技術担当者をは

じめ、通報の必要性を感 じるほど事情を認識 している関与者がいなかつたと認めら

れる。

(イ)丁事案

また、丁事案については、B氏の指示に基づいて株式会社 ‐ との連絡に係る作

業等を担当していた関与者がいるものの、「プール金の使用は経験がある。当時、教

育係だつた B氏から指示を受けたが、その際は特に何も考えていなかった。」、「先輩

からも詳 しく教えてもらつたわけではなく、深く考えていたわけでもなく、後になっ

て、付け替えていたとわかった。」と述べるなど、関与者による原価付替の認識が十

分ではなく、関与者において通報の必要性を十分に認識 していなかった事情がある

と認められる。

イ。関与者が積極的ないし主体的に関与していたこと

例えば、甲事案の類似案件である丙事案では、D氏の指示を受けて「プール金」の

管理を行っていた関与者が「原価付替は、最終的には会社のために行つていることで

あるから、協力していた」と述べるなど、積極的に原価付替に協力していたものと認

められる。また、丁事案の類似案件である戊事案については、原価付替に関与した関

係者が原価付替を行 うことを協議の上決定するなど、それぞれが主体的に関与して

おり、関与者において通報を行 うことで原価付替を防止 しようとする動機が生じに

くい状況にあったと認められる。

ウ.原価付替が追加原価回避等のために行われていたこと
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前記第 4・ 2(5)の とおり、原価付替が行われた背景として、追加原価申請を回避 し

たいとい う意識や、過剰な業績目標の設定と人員不足の影響から、不正と認識 しなが

らもやむなく行っていたという事情が認められ、関与者において、通報を行 うことで

追加原価を防止しようとする動機が生じにくい状況にあったといえる。もつとも、か

ような規範意識 (認識 した不正を正そうとする意識)の鈍麻は遺憾といわざるを得ず、

NOSにおいては、営業の現場から経営 トップに至るまで倫理感の向上が必要である。

なお、当委員会が 2020年 12月 公表分調査において実施 した不正取引の有無に関

するアンケー トに対 しては、40件の有意回答が寄せられ、同調査において設置した

臨時通報窓口には 7件の情報が提供された。これらの回答には、2019年特別調査委

員会が実施 したアンケー トでは回答がなされなかった不正案件についての回答も含

まれてお り、規範意識の向上の萌芽が認められた。

工.小括

以上からすると、本件案件に内部通報制度が利用されなかったのは、内部通報制度

に内在する問題によるものではなく、主として、前記アないしウの事情から、関与者

において通報等に至る動機が生じなかったことによるものと考えられる。

(2)NOS内部通報制度における制度上の問題点の有無

本件案件を含めて、NOSにおける会計不正については、周囲の役職員がこれを認識 して

いた事案が存在するにもかかわらず、これらの事案において内部通報窓日への通報はな

されなかった。

この点、通報がされない原因として、内部通報制度の仕組み及び運用の適切性の問題、

内部通報制度の周知の十分性の問題、内部通報制度に対する信頼の問題などが考えられ

る。

まず、内部通報制度の仕組み及び運用の適切性の問題に関して、NOSの内部通報制度に

おいては、社内規程上、①受付。調査の実施並びに是正措置及び再発防止策の策定。実行、

②不利益取扱いの禁止等の通報者保護、③通報等に関する業務の関係部門及び関係当事

者における秘密保持などが定められるとともに、②及び③に違反した場合には就業規則

等に従つて処分を課す旨が定められているなど、一定程度内部通報制度に係る仕組みの

整備は行われている。他方で、通報等に関する業務の関係部門及び関係当事者以外の者に

おける秘密保持に関する事項や、通報者の探索の禁止等については、社内規程上明確には

定められていない。また、通報窓口における運用においては、調査の際に通報者に名前を

出してよいか確認し、通報者が拒否した場合には名前を出さずに行 うことが可能な範囲

で調査の方法を検討するといつた運用が行われていると認められ、本調査においては、調
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査に際して通報者の秘密保護への配慮に欠ける方法が採 られていたことを窺わせる具体

的な事情は確認されていない。また、本調査の限りでは、長期未済案件等の存在も認めら

れなかった。

次に、内部通報制度の周知に関しては、イン トラネット等により通報窓口についての周

知を行 うとともに、相談窓日担当者の顔を広めるため、半期ごとに各本部を回り通報窓日

の担当者を紹介するなど、内部通報制度の利用を促進するための周知活動が行われてい

る。そして、NOSの役職員からは、以前より内部通報制度を知る機会が増えた、近年は周

知が進んでいるといつた意見も述べられており、内部通報制度の周知は効果的に行われ

ていると評価できる。

他方で、内部通報制度に対する信頼のJ点 に関しては、目安箱への投稿及び投稿者に対す

るヒアリングにより、関西支社において、通報の際の調査対象者ないし調査協力者であっ

たマネージャーや部長職にある者が、内部通報について飲み会の場で話題にしていたこ

と、そのような場面に遭遇 したことから内部通報制度について信頼できないとの意見が

確認されている。このことからすれば、当該事象は、通報窓日の担当者により内部通報の

事実等が漏洩されたものではないものの、NOSの内部通報制度においては、調査協力者や

調査対象者も含めた秘密の保持が必ず しも行われていない事例があると評価できる。ま

た、通報することで上司から報復的な扱いを受けるのではないかという漠然とした不安

があると述べる者もいたことなども踏まえると、NOSにおいて、内部通報制度に対する信

頼が十分に醸成されているとまでは認められない。

前記 (1)の とおり、本件案件において関与者による通報 。相談がなかったのは、主とし

て、関与者において通報等に至る動機が生じなかったことに力日えて、規範意識の鈍麻によ

るものと考えられる。他方で、NOSにおいて、内部通報制度に対する信頼が十分に醸成さ

れていなかったことも、内部通報制度が利用されず不正防上の機会を逃す遠因になった

可能性は否定できないところ、これらは究極的には後記 5で述べる企業文化に起因する。

5.企業文化の問題点

(1)総論

ここまで論じてきたとおり、本件案件が発生した原因及び見過ごされてきた原因とし

ては、第 1ラ イン及び第2ラ インに関する事情が挙げられる。

では、なぜ、第 1ラ インや第 2ラインにおいて、このような不正行為の原因となる事情

が生じたのか。それは、詰まるところ、経営陣が長年にわたり作り上げてきた NOSの企業

文化の問題、具体的には、①業績を上げることに重心を置き、「正しい仕事」を軽視する

価値墾と②営業担当個人と≧案件成否の責任を集中させるやり方、③経営陣と現場の意識

の乖離、という問題に帰着するといわざるを得ない。
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(2)業績を上げることに重心を置き、「正しい仕事」を軽視する価値観

NOSには、業績を上げることに重心を置き、「正しい仕事」を軽視する価値観が、東 1を

中心に存在する。「正しい仕事」というのは、特にコンプライアンスの重視を指すが、そ

れだけにとどまらず、共に仕事を行 う同僚や取引先、下請業者をパー トナーとして尊重す

ること、エン ドユーザーに対 して誠実な仕事をすることなども含む。「正しい仕事」を行

うことは、社会的責任を負 う大企業として当然求められるものであるが、残念ながら、NOS

において十分に共有されていたとはいい難い [37]。

「正しい仕事」を軽視する価値観は、前記 2において指摘 した第 1ラ インの原因のい

ずれにもつながっている。

東 1の営業部門の上席役職者は、売上と利益率の目標を達成できるかという点にばか

り着目し、不正 リスクを意識 した承認審査を十分に行つていなかったため、これまで幾度

となく不正な発注 (架空発注、水増し発注)を見逃 してきた (前記 2(2))。 これは、上席

役職者個人の資質の問題もさることながら、経営陣が、上席役職者に対し、業績を上げて

いるかという点ばかりを評価 して、コンプライアンス機能を求めず、そのための指導教育

も十分にしてこなかったことに根本的な原因が求められる。

また、技術部門は、役務取引において発注の妥当性を審査 し営業部門に対し牽制力を発

揮することを求められていたにもかかわらず、案件の円滑な進行を優先 して営業部門に

よる不正な原価付替を見て見ぬ振 りし、営業担当の横領行為を止めることができなかっ

た (前記 2(3))。 こちらも、「正しい仕事」をすることよりも、案件を円滑に進めることが

優先された結果である。

営業部門と第 2ラ インの管理部門の関係にも、「業績重視」の価値観の影響が見受けら

れる。管理部門は、営業部門に対して十分な牽制力を発揮できていなかったが、それは、

「業績重視」の価値観を背景として営業部門が相対的に強い地位にあった (若 しくは強い

地位にあると他の部門が感 じていた)こ とが影響 していたと考えられる。

そもそも、原価付替の遠因として、過剰な業績目標の設定と現場の人員不足を指摘した

が (前記 2(5)工 )、 ここには、まさに、業績を上げることのみに重心を置き、「正しい仕

事」を軽視する価値観を経営陣が有していることが表れている。経営陣は、2016年以来、

東 1の業績目標を右肩上がりに設定し続けたが、人員拡充が業績目標の増額に追いつい

ておらず [38]、 そのため、現場の実力 (能力及び人数)を超過する目標設定となつて営業

部門及び技術部門に業務過多の状況をもたらした。この過剰な目標設定により引き起こ

「正しい仕事」を軽視する価値観は、特に東 1・ 第 1営業部に顕著に見られたものである。 しかし、
他の事業本部、他の営業部から東 1・ 第 1営業部に異動した者についても「正しい仕事」の軽視が (程

度の差はあれ)見受けられてお り、東 1・ 第 1営業部以外の部署には全く当てはまらない指摘という
わけではない。

前記脚注 14参照。また、東 1では人員拡充のための予算は付けていたものの、予算どおりの人員を

確保するための実効的な施策は取られていなかった。
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された業務過多は、それが、経営委員会による追加原価承認審査を避けるための原価付替

[39]ゃ、慢性的な人員不足による見積承認審査の簡略化 (実質的審査の省略)の動機な

いし正当化事情となった。業績 目標を高く掲げること自体は悪いことではないが、「正し

い仕事」をしながら業績を上げるには、見合った実力と必要な人員配置が求められる。現

場の生産性を高めるための業務改善や適切な人員配置が追い付かないままに業績 目標の

み上積みしていつたことは、従業員に対する「正 しい仕事」を軽視しても良いという誤つ

たメッセージとなり、日標達成のための不正行為を誘発した面は否定できない。

(3)営業担当個人に案件成否の責任を集中させるやり方

少なくとも東 1・ 第 1営業部には、営業担当個人の責任で案件を遂行するという考えが

存在 している。この考えは、例えば規模の大きな案件であっても営業部門は 1人で担当す

るという仕組みや、営業部門のインセンティブは個人成績に基づき算出されるという給

与体系に表れている (こ れに対し、技術部門は営業部全体の成績をインセンティブの基礎

としている。)。 また、営業部門の管理職は、「1人で案件を回せるようになって一人前」

とい う発想で部下を教育していた。このような考え方が定着してしまつた背景としては、

もともとネットワーク機器の仕入販売を主たる事業としていたとい う会社の成 り立ちや、

他社で営業として独 り立ちした者を中途採用 し活用するという人事戦略の影響が考えら

れる。

この営業担当に責任を集中させるや り方は、上記で指摘した第 1ラ イン、第 2ライン

の牽制力の不十分さの原因となっている。

東 1・ 第 1営業部の技術部門では、少なくない担当者が、不適切な発注が疑われたとし

ても営業部門の責任で承認を得るのであれば発注を進めて構わないとい う姿勢で手続を

進めたり、予算を確保するのは営業部門の責任であるとして予実管理を十分に行わない

とい う対応を取つてお り、それによって原価付替が見逃されてきた (前記 213))。 その背

景には、「最後に決めるのは、案件の責任を負 う営業担当である。」という技術部門全体の

意識が存在する。技術部門は、営業担当が案件成否の責任を全て負 うことを言い訳に、牽

制機能としての役割を放棄 している者も少なからずお り、厳 しく指摘すれば、営業担当が

原価付替を実施することを黙認してきた面は否定できない [40]。

経営委員会に対する追加原価申請は、申請手続自体が追加業務 となるのみならず、経営委員会の承認
が下りるまでに 10日 間程度作業が停止 してしまうためそのフォローの業務が追加で発生し、これを

回避 したいという考えが認められた。また、仮に経営委員会の承認が下りなかった場合は、別の方法
で必要な作業の穴埋めをしなければならず、さらに業務が増えることになるところ、このような追加

業務が発生するリスク自体を回避 したいという意識も認められた。

技術部門の複数名から、原価付替 (プール金の利用を含む。)を行つてでも営業部門が予算を確保す
れば、技術部門の業務を外注することができるので、技術部門としても助かる面がある旨の供述がな
されている。
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また、第 2ラ インの管理部門が、営業部門に対 して十分な牽制力を発揮できていなかっ

た原因の一つとしても、技術部門と同様の指摘が可能である。管理部門は、受動的な対応

に終始し、自ら営業部門の不正リスクを探しに行くことをしていなかった。また、例えば

経理部は、営業部門の挙げた売上に対 し疑問を持って質問をすることはあつても、営業部

門の回答をそのまま信用して受け入れてしまっており、エビデンスを求めたり、主体的に

更なる調査を行 うことはほとんどなかった。このように、NOSの管理部門には、売上に責

任を持つ営業部門に対 して相対的に弱い立場にあったことに起因する、営業部門に対す

る無関心や、営業部門の判断を他人事と捉える風潮が窺われる。

さらに、営業担当個人に責任を集中させるや り方は、営業部門内部においても、個人商

店化と評されるべき状況を生み出した。取引先 との交渉内容を把握するのも営業担当た

だ 1人 という体制は、営業部門内部での横の牽制力を無力化し、取引先と共謀した不正行

為を容易に実行できる土壌となっていた [41]。

営業担当個人に案件成否の責任を集中させるや り方は、ネットワーク機器の仕入販売

を主たる事業としていた時代には肯定されたかもしれない。しかし、現在の NOSでは、ネ

ットワークシステムの設計 。構築 。調達 。保守運用を トータルで提供する統合サービス事

業が推奨されている。このようなビジネスモデルにおいては、案件は専門化・複雑化 し、

調達先も多岐にわたるので、もはや営業担当 1人で案件を回すことは難 しく、複数の営業

担当と技術担当がチームとなって案件を進めていく必要がある。営業重視、営業担当個人

の責任というや り方は、NOSの推奨するビジネスモデルと整合 していないのである。また、

昨今のコンプライアンス重視の流れにおいて、管理部門は営業部門と実質的にも対等で

あることが求められており、会社としてそのような体制を構築 していく必要があつた。

NOSは、ビジネスモデルの変化や社会情勢の変化に合わせて、企業文化を変革していくこ

とができていなかったといわざるを得ない。

(4)経営陣と現場の意識の乖離

NOSの企業文化の問題点として更に指摘すべきは、経営陣と現場の意識の乖離である。

現場の従業員の多くは経営陣が現場の実態を把握 していないと感 じており、実際、当委員

会のヒアリングでも、経営陣が現場の実態を把握できていない事実が確認された。

例えば、「|■■ 円以上の追加原価は経営委員会の承認を要する。」という決裁ルールに

ついて、公共案件を担当する東 1・ 第 1営業部からは、追加原価が発生しやすく、一案件

の受注額が数十億円に上るものが少なくないという公共案件の特性・実態をわかつてい

ない経営陣が一方的に決めたルールと捉えられている。そして、実際、経営陣は、担当取

締役を含め、公共案件において追加原価が発生しやすいことを認識できていなかった。そ

2019年循環取引事案、甲事案等。また、個人商店化は、2013年の■■■案件において赤字が発生 し

た遠因にもなっている。
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のため、追加原価申請に係る経営会議では、取締役から、公共案件の特性を考慮しない糾

弾がなされることが少なくなかったとのことである。

また、NOSの従業員に向けて実施された社内意識調査では、「当社では、第一線 (現場)

の情報が施策に活かされている」という質問に対する結果が非常に悪く (2019年度調査

ではワース ト 5、 2020年度調査ではワース ト4の評価点であった [42]。 )、 ここにも現場

の意見を経営陣がくみ取っていないと現場の従業員が感 じている様子が表れているとい

える。

(5)小括

企業文化を作 り上げ、また、変えていくべき責務は、経営陣にある。経営陣は、強いメ

ッセージを発出して、企業文化の変革をけん引しなければならない。 しかし、NOSでは、

経営陣から従業員に屈けられたメッセージは、企業文化を変えるには不十分だったと従

業員からは受け止められている。

上記で指摘した NOS文化の問題点は、以前はそれほど大きな問題ではなかったかもし

れない。しかし、時代は変わった。吉野氏が 2008年 に社長に就任 して以来、12年が過ぎ

た。社会は、ただ利益を上げるだけの企業を評価せず、コンプライアンスを重視し社会的

責任を果たすことを企業に求めるようになった。NOS自 体も、ネットワーク機器の仕入販

売会社から、ネットワークシステムの設計・構築・調達・保守運用を トータルで提供する

統合サービス事業を中心に据えたビジネスモデルヘと変化する途上にある。また、売上高

′ま1800億 円を超え、社会的責任を果たすことを期待される大企業となったことを自覚し

なければならない。

企業文化は、社会の変化や会社の成長に合わせて、変えていく必要がある。NOSの経営

陣は、明確なメンセ~ジを打ち出して、企業文化の変革を主導しなければならなかった。

けれども、実態はどうか。むしろ経営陣が、古い常識に縛られて、旧来の企業文化を是と

していなかったか。これからの経営陣には、社会の変化、会社の変化に対する感度をもつ

て、企業文化という会社の根本的な部分の変革を進めてもらいたい。

各質問に封して社員が 1～5点の評価点 (ま ったくその通 り:5点、どちらかといえばその通り:4点、

どちらともいえない :3点、どちらかといえば違 う:2点 、まつたく違 う :1点 )を付けていく回答方

式となってお り、「当社では、第一線 (現場)の情報が施策に活かされている」という質問に姑する評

価点は、2019年度が平均 2.81点 、2020年度は平均 3,06点 にとどまつている。
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第 5

1.内部監査についての問題点

(1)原価付替等を発見できなかった原因

ア.2020年 12月 公表分調査の対象取引と業務監査との関係

2020年 12月 公表分調査では、以下の案件について調査がなされた。

① 甲事案 (甲 -1案件及び甲 2案件)

② 丁事案

③ (甲事案の類似案件である)乙事案、丙事案

④ (丁事案の類似案件である)成事案

このうち、①の甲-2案件については、2019年 9月 の東 1・ 第 1営業部に対する業

務監査 (会計に係る監査項目についてのものを含み、NOSの内部監査室が行う監査活

動のうち、内部統制評価業務以外のものをいう。以下同じ。)において、売上先 d社

を売上先とする案件として監査の対象となっていた。しかし、かかる監査の過程で仕

入先 e社を仕入先とする架空発注は発見されなかった。

また、内部監査室の業務監査において、甲 2案件を除き、本件案件に係る取引は

業務監査の対象とされず発見されることがなかった。

このJ点、甲 2案件を除き、業務監査において本件案件に係る取引が業務監査の対

象とされなかった理由については、本調査において、問題があったと認めるに足りる

事情は確認されていない。

すなわち、内部監査室においては、業務監査の対象となる取引は、内部監査室員に

より行われる毎月の選定会議において選定されていた。かかる選定について、内部監

査室内に明確なルールがあるわけではないが、選定に当たっての一定の目安 (売上金

額の大きいものを抽出するなど)は内部監査室内において共有されており、業務監査

の対象となる取引は、かかる目安に従つて、当該会議で選定されていた。そして、こ

のような選定手準に従つて業務監査の対象となる取引が選定された結果、甲 2案件

を除く本件案件に係る取引は業務監査の対象となる取引には選定されなかった。

他方で、上記①のうち甲 2案件について、架空発注が発見されなかったのは、以

下の理由によるところが大きいと思われる。

・NOSが仕入先 e社に対して架空発注した項目4つ (以下「架空四項目」という。)

について、NOSの売上先 d社宛ての見積書やこれを踏まえた売上先 d社のNOS宛

ての注文書にも同じものが記載されていたこと。
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。売上先 d社から NOSに対する検収通知書において、検収が完了した旨記載がな

されていたこと。

これ らの事情からすると架空発注を発見できなかったことはやむを得ないと考え

られるが、架空四項目について、なぜ甲 2案件における機器の仕入先である仕入先

f社に発注せず仕入先 e社に発注するのかといった観 J点からの監査はなされていな

かつたところ、仮に 2013年事案を踏まえて架空発注のリスクを強く認識 してかかる

観点からの監査を行つていれば、不正の端緒を見出す余地もあつた可能性がある。

イ.不正 リスクヘの意識が希薄であり、原価付替等のリスクを踏まえた選定基準及び

監査項目が設定されていなかったこと

前記アのとおり、内部監査室の業務監査において、原価付替等が問題となつた本件

案件は発見されなかった。

甲 2案件について、架空発注が発見されなかった原因は前記アのとおりであるが、

甲 2案件を除き、原価付替等が問題となった本件案件が発見されなかった原因とし

ては、以下の (ア)及び (イ)が挙げられる。

(ア)内部監査室の原価付替等のリスクについての理解不足

まず、内部監査室員の多くにおいて、原価付替等のリスクについて、認識が甘かつ

た、あるいは、そもそも原価付替等のジスクに対する理解が不足していたことが認め

られる [43]。

(イ)不正 ヅスクヘの意識の希薄さ

また、内部監査室においては、業務監査に当たって、不正を発見・防止するという

観点で監査するという意識が希薄であり、不正を発見するとい う気構えが不足 して

いた (こ のことは、チェックシー トを用いてそこに記載されている観点からのチェッ

クを中心としてお り、あくまでも形式的なチェックを行つているという意識が強か

つたことに象徴される。)。 前記アのとお り、架空発注のリスクを強く認識 して不正を

内部監査室長経験者の一人は、本調査において、要旨、「内部監査室員が不備を見つけられるかとい

えば、それは難 しいかもしれない」、「購買経験があれば、購買や営業の勘所がわかる (そ のため、指

摘が見つけやすい)が経験がなければ難 しい」、「内部監査調書に記載された不備以外にも担当者 レベ

ルで見落としているものもあるかもしれない」、「担当者 レベルで見落とす理由としては、そもそも原

価付替の問題点を把握 していない者が多い」、「担当者が、不備・注意として原価付替に気付けば、当

然不備・注意 として指摘をすることになると思 うが、担当者が気付けなければ不備・注意として指摘

されることなく見落とされてしまうと思 う」旨述べている (「 不備」、「注意」及び「指摘」の意義につ

いては、後記脚注 47参照)。
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発見するという観点からの監査を行っていれば、甲-2案件について、不正の端緒を

見出す余地もあつた可能性がある。

また、仮に、不正を発見 。防止するという観点のもと、会計不正の類型の一つであ

る原価付替等のリスクを踏まえて、業務監査の対象となる取引の選定基準を設定し

ていたとすれば、業務監査において甲 2案件以外の本件案件に係る取引が業務監査

の対象となっていた可能性は否定できない。そして、上記観点のもと、上記のリスク

を踏まえて、業務監査において重点的にチェックする監査項目を設定した上で、業務

監査を行っていたとすれば、甲 2案件以外の本件案件を発見し、又は業務監査を通

じてその発生を防止することができた可能性は否定できない (内部監査室における

2011年度から2020年度までの内部監査計画上の監査項目については、別紙第 5。 1(1)

イのとおりである。)。

この点、NOSにおいては、過去に下記のような事案が発生しており、当該事案を踏

まえ、原価付替等のリスクを踏まえて業務監査の対象となる取引の選定基準や監査

項目を変更するなどの対応をする機会はあったと考えられる。にもかかわらず、前述

の内部監査室の理解不足又は不正リスクヘの意識が希薄であることなどにより、結

果として当該事案を踏まえた適切な対応がなされなかった。

a. 2013年事案について

後記第 6・ 1(1)の とお り、2013年事案では、発注元及び外注先との共謀による

横領を目的とした架空発注が行われたところ、2013年事案調査報告書では、「『営

業手配の外注プロセス』における牽制の不存在」や、「見積承認時の原価設定の

方法の甘さ」が NOSにおける問題点として指摘されている。

これを踏まえ、NOSにおける再発防止策に応 じて、上記の問題点に係る業務処

理上のルールの変更が行われ、これ以降内部監査室は当該ルールの変更に応 じ

て業務監査を行つた。しかしながら、内部監査室では、原価付替等の会計不正を

発見 。防止するとい う観点からの内部監査室独 自の監査の手続や監査項 目の変

更などの対応は特段行われなかった。

b。 2014年事案について

後記第 6・ 2(1)の とおり、2014年事案では、NOS子会社のエクシー ドにおいて、

外注先に対して、対価となる業務がないにもかかわらず、外注費名目で資金の支

払が行われたが、2014年事案調査報告書では、エクシー ドの社長が 「業績の良

い年度に目標額を超過 した営業利益相当額を外部の会社にプールし、一方、業績

が悪化 した場合には、プール していた金員を外注費の支払いに充てさせること
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C

により、エクシー ドの支払 う外注費の金額を減少させ、その結果、業績の悪い年

度においても、エクシー ドが営業利益を確保 し、安定的に営業利益を増加するこ

とを計画した」ことが認定されている [44]。

NOSにおいては、2014年事案を踏まえて、2014年の内部監査計画の監査方針

として「XSD社で不正会計処理が発覚したことに伴い、子会社に対する内部統制

の取り組みを強化」と定められた。しかしながら、NOSにおいて、2014年事案は

「子会社における特異な不祥事案」と捉えられてしまい、2014年事案を踏まえ

た親会社である NOS自 身に関する原価付替及び資金流用等に対する監査を強化

するという観サ点からの内部監査計画の作成は行われなかった [45]。

■■■■案件について

2019年 に内部監査室による業務監査において、ある案件の原価 として追加す

べき製品について、本来、当該案件の原価として計上すべきことを認識 しながら、

追加原価を行 うと利益率が悪化することを理由に、株式会社■■■■を売上先

とする案件の役務受注の原価として計上した事案が判明した [46]が 、当該事案

について、内部監査報告書上では、当該事案における原価付替の手法が具体的に

記載されることなく、内部監査調書上の記載が簡略化された形で記載されてお

り、内部監査室は、原価付替という指摘事項 [47]の本質を確認することができ

る形での報告を行つておらず、また、経営委員会等において日頭で原価付替とい

う指摘事項の本質を追加で説明等をするということもなかった [48]。 また、当該

事案を踏まえて、内部監査室による業務監査において、原価付替のジスクを踏ま

えた業務監査の対象となる取引の選定基準や監査項目の変更などの対応が行わ

れるということもなかった。

ウ.小括

44  
将来の支出に備えて外部にプールする手口は、本件案件のうちの甲事案と共通する。

45  この点につき本調査において、内部監査室長経験者を含む多数の者から、2014年事案は、子会社とは
いえ、小規模な会社の経営者による不正であり、NOS本体の内部統制とは無関係であるという整理で

あつた旨述べられてお り、かかる整理は NOSでの全社的な整理であつた。
46  内部監査室の作成に係る 2019年 11月 付け「監査結果 と今後の対応に関して」と題する監査調書 (東

1・ 第 2営業部)。

47  
業務監査における指摘事項には、不備 (社内規程等に準拠 していない事項を意味する。以下同じ。)

と注意 (軽微な不備を意味する。以下同じ。)と いう類型が存在 し、以下、不備 と注意を併せて「指

摘」又は「指摘事項」という。なお、文脈上、内部統制評価における不備を「不備」と記載すること

もある。
48  内部監査室の作成に係る 2020年 6月 10日 付け 「FY19内部監査報告書」。
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前述のとおり、内部監査室において、原価付替等が問題となった本件案件は発見さ

れなかつた。

その要因としては、上記のとおり、内部監査室においては、原価付替等による会計

上のリスクについて、認識が甘かつた、あるいは、そもそも原価付替等が有するリス

クに対する理解が不足していたことや、業務監査に当たつて、不正を発見・防止する

という観点で監査するという意識が希薄であり、不正を発見するとい う気構えが不

足していたことが挙げられる。

また、前述のとおり、2013年事案及び 2014年事案を受け、内部監査室においても、

原価付替等の会計不正を発見 。防止するとい う観点からの内部監査室独自の監査の

手続や監査項 目の変更などの対応を行 う契機があつたにもかかわらず、それらを等

閑視し、特段の対応は行われなかった。

(2)業務監査 (会計に係る監査項目についてのものを含む。)全般についての問題点

前記 (1)に加えて、本件案件が生じた又は業務監査において本件案件が発見されなかっ

た要因の一つとしては、以下の内部監査室の業務監査全般に係る脆弱性が挙げられる。す

なわち、後述のとおり、内部監査室による業務監査については、業務監査におけるフォロ

ーアップの不十分性 (後記ア)、 内部監査室における業務監査の能力の不十分性 (後記イ)、

業務監査の範囲の不十分性 (後記ウ)及び被監査部門である営業部門に対する弱い関係性

(後記工)が問題 として認められ、これらの問題により業務監査が十分に機能していなか

ったことが、本件案件が生じた又は内部監査において本件案件が発見されなかった要因

の一つである。

ア.業務監査におけるフォローアップの不十分性

(ア)指摘件数について

2012年度から 2020年度上期までに内部監査室で行われた業務監査における指摘

件数 (内部監査室が不備又は注意として指摘をした件数をいう。以下同じ。)及びそ

の監査総数に対する比率は下表のとお りである [49]。

業務監査については、指摘件数が多い上に、増減の変動幅も小さくない。変動の要因としては、内部

監査の方法の変更 (業務プロセスごとの業務監査から案件ごとの監査へ変更した。)、 共有システムの

■■|の導入により抜き打ちでの監査が可能になつたことなどが挙げられる。
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不備 注意 合計 監査総数 比率 (%)

2012年度 3 195 198 2,064 9.6

2013年度 58 58 994 5.8

2014年度 2 16 18 760 2.4

2015年度 8 26 34 651 5.2

2016年度 1 11 12 648 1 9

2017年度 32 80 112 770 14.6

2018年度 17 108 125 946 13.2

2019年度 16 80 96 827 11.6

2020年度

(上期の

み)

2 36 38 337 1 1 3

業務監査における指摘件数は、不備が 10件以上になる年もあり、注意を含めた指

摘件数は 100件近くとなる年あるいは 100件 を超える年がある。また、指摘件数の監

査総数に対する比率が 10%程度になる年が多い。なお、業務監査に係る指摘事項には、

売上計上等、会計処理に関する指摘事項も含まれていた。

上記期間を通して、監査対象となった案件のうち5%か ら 10%程度について、 (軽微

なものを含むものの、)社内規程等に準拠 していないなどの何らかの問題がある年度

が多いという状況は、極めて異例といえ、そのような状況が継続 していることは相当

問題がある状況である。

(イ)フ ォローアップについて

a. 業務監査のフォローアップに係る運用

内部監査室においては、前述のとおり、業務監査において多数の指摘を被監査

部署に対 して行っており、近年では、その指摘件数が大幅に減少することはなか

つた。かかる指摘件数の多さは、内部監査室が厳格な監査を行った結果とも評価

し得るが、その反面、これは、内部監査室により指摘がなされているにもかかわ

らず、NOSの業務プロセスが改善されていないことを意味する。その要因は、以

下のとお り、内部監査室において指摘をした後のフォローアップが不十分であ

ることによる。

具体的には、2012年から2019年 2月 頃まで、内部監査室における一般的な運

用として、内部監査室では、指摘を行った案件について、その不備が是正された
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かどうかの確認を行い、これを内部監査室における内部記録に残していたが、少

なくとも被監査部署に対 して不備及び注意の原因の分析及び再発防止策につい

て具体的な報告を求め、これを確認するとい うことを内部監査室として組織的

には行つていなかった。

なお、遅くとも2019年 2月 以降、内部監査室において、不備又は注意の指摘

の対象となつた被監査部署に「監査結果 (不備 。注意指摘事象)への対応報告書」

(以下「指摘事項対応報告書」という。)を提出させる運用が開始された。指摘

事項対応報告書は、指摘内容及びこれに関する内部監査室の所見を内部監査室

から被監査部署に対して示 した上で、本部長、営業管理室長、営業部長、マネー

ジャーなどに「根本原因の所在」及び「今後の対応に向けた指示の内容」を報告

させるものである。かかる運用は、従前明確ではなかった原因分析や再発防止に

向けた取組を指摘の対象となった被監査部署に行わせるものと評価でき、この

ことを踏まえれば、内部監査室のフォローアップの運用は一定程度改善してい

るとは認められる。もつとも、2019年 2月 以降も、指摘の対象となった被監査

部署に対する往査やアンケー トの実施などによる、指摘事項対応報告書で示さ

れた対策がその後当該被監査部署において実施されているかどうかといった改

善状況についての確認は行われておらず、内部監査室のフォローアップの運用

に不十分な点があることには変わりがない。

b.内部監査室におけるフォローアップに対する評価

NOSの現在の内部監査規程 [50]9条 1項は、「内部監査室長は、内部監査の結

果に基づく指摘事項及び勧告について、対象部署や関連部署がいかなる是正措

置を講 じたかに関して、その後の状況を継続的にモニタリングし、必要に応 じて

社長並びに関係する取締役及び執行役員に報告 しなくてはならない。」と定め、

同条 2項は「内部監査室長は、監査指摘事項の是正措置の実現に関し、必要に応

じて社内各部署と連携の上、具体的な方策の提言などのフォロー活動を行わな

ければならない。」と定めている。上記の運用については、糸朕続的なモニタリン

グ及び具体的な方策の提言を求めるこれらの規程の趣旨に沿った運用とは評価

できない。

このように、内部監査室においては、業務監査において会計処理の誤 りに関す

る指摘を含め多数の指摘を行 うものの、当該指摘に係る問題が今後起こらない

ようにするという意識付けが不十分であつた。この点、そもそも内部監査室によ

2019年の内部監査規程の改定以前のものにおいても同趣旨の規定が存在する。
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るフォローアップが十分になされない背景には、後記 5(1)ア のとおり、経営陣

による内部監査室に対する組織的又は制度的な支援の不足という問題点も存在

する。

いずれにせよ、内部監査室に課せ られた使命として、上記の内部監査規程 9条

の定めに従い、被監査部署のみならずその関連部署を含めて是正措置を講じた

かどうかをモニタリングし、必要に応 じて、被監査部署若 しくは経営陣に対 し積

極的に改善策 。再発防止策を提言するか、又は改善の必要性を訴えかけるなどの

フォローをする必要があつたが、内部監査室にはかかる認識が欠けていた [51]。

イ.内部監査室における業務監査の能力の不十分性

(ア)内部監査室員の経歴及び年齢に偏 りがあること

2008年から 2020年までの内部監査室における人員の経歴及び着任時の年齢につ

いては、別紙第 5・ 1(2)イ のとお りである。

この点、この期間中に内部監査室に在籍した室員 (なお、室長を含む。)23名 のう

ち、内部監査室への着任時において着任前の 10年間に営業に直接携わる部署に在籍

した経験が 5年以上あった者は 2名、同様の基準で購買部門に在籍 した経験が 5年

以上あった者は 1名 に留まり、営業部門・購買部門以外に携わる部署の出身者が多

い。また、内部監査室に着任 した時の年齢については、平均で約 52.5歳 である。さ

らに、内部監査室から異動又は退職するまでの平均在籍年数 [52]は 、約 3.9年であ

る。そして、内部監査室を最後に NOSを退職 した者が 6名であり、内部監査室への異

動後 5年以内に退職 した者が 4名 である。

上記の事実からすれば、内部監査室員の年齢は高く、また、内部監査室に多様な年

齢及び経歴の者が在籍 していたとは認められない。

(イ)内部監査室員の業務監査の能力が必ず しも十分ではなかったこと

51  かかる認識の欠如は、本調査において、複数の内部監査室長経験者が、「フォローアップの監査は、

業務監査そのものではない」旨述べていることに象徴される。
52  なお、本報告書作成 日において在職中の者は 2020年度末をもって退職 したものと仮定して計算 した。

また、「法務・CSRグループ内部統制推進部内部統制推進チーム」及び 「業務管理グループ法務・CSR

本部内部統制推進部内部統制推進チーム」に在籍 していた室員は、当該期間を含めずに計算した。
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